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第一 総論 

（１）今後の方向性を明確にするための定量目標の設定について（Ｐ．１９） 

○令和３年度において、産業経済部経営支援課では組織目標

を掲げ、事務事業を実施した。 

 

○組織目標や前述の政策分析シートに記載された今後の方向

性では、定性的な目標に拠っている。定性的な目標のみで

なく、定量的な中長期の大目標も掲げた方が実際の事務事

業を策定・実行していく上で、明確な道標になるのではな

いかと考える。 

○労働生産性が東京都平均と比べてかなり低い現状や、開業

率が特別区や東京都と比較してかなり低い現状を鑑みれ

ば、例えば労働生産性を向上し東京都平均に少しでも近づ

けることや、開業率を東京都平均に近づけることを目指す

等が考えられる。 

○その目標に対して、どのような事業を行うことが望ましい

かを検討し、実行に移した方がその成果を検証する上でも

明確になると考えられる。 

○ご指摘にもあるとおり、政策分析シートや組織目標は、支

援の方向性を示すものであり、具体的に目標とする数字は、

個別の事業単位で設定している。引き続き、その時々の社

会経済情勢に応じた政策分析シート及び組織目標の方向性

を定め、この方向性に沿った個別の事業単位における定量

的目標を達成できるよう、区内企業の成長に資する支援に

取り組んでいく。 

（２）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．２０） 

○政策・施策・事業の成果とする指標が各分析シートに記載

されているが、事業の成果を示す直接的な指標になってい

ないものが多く、各事業の具体的な目標が設定されていな

い。 

 

○当年度における事業の進捗状況を確認することができず、

事業が効率的・効果的に実施されたのかが明らかになって

いないため、次年度に取り組むべき課題の明確化や改善行

動に繋げられていないと考える。 

○各事業においても事業の有効性を測る適切なＫＰＩ（Key 

Performance Indicator、重要業績評価指標）を設定し、目

標と成果の比較を行い、課題を明らかにして継続的に事業

を実行、改善していくべきである。 

○ＫＰＩの設定においては、それが継続的に把握できるもの

でなければならず、実際の設定においては制限があるのが

実態である。 

○ご意見を踏まえ、支援事業ごとの本質的なニーズを把握し、

例えば荒川マイスター事業では、技能を広くＰＲできる展

示会や体験会の実施回数等を指標にするなど、可能な限り

その解決につながり得る指標を設定する。 

（３）事業利用者の追跡調査、フォローアップ体制について（Ｐ．２１） 

－ ○実際に各事業を利用した事業者がその後どのようになった

のかを把握することは、各事業の成果の検証、事業継続の

判断、事業内容の見直し等を行う上で必要不可欠なもので

ある。 

○したがって、事業利用者のその後の追跡調査を行い、フォ

ローアップ体制を確立すべきである。 

○事業利用者の追跡調査やフォローアップについては、これ

まで補助金を交付した事業者やコンテスト受賞者で成功し

ている者を区ＨＰやパンフレット等で紹介してきたところ

である。 

○今後、全ての事業において追跡調査及びフォローアップを

行うことは難しいが、事業ごとに追跡調査等を行う必要性

等を見極めながら、実施できるものについては、実施して

いく。 
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（４）事業所数の減少スピードを低下させる施策の実施について（Ｐ．２１） 

○東京都、区部、荒川区全てにおいて、モノづくり企業が年々

減少しており、減少スピードはあまり変わっていないと思

われる。 

 

 

 

 

○専任コーディネータを配置したＭＡＣＣプロジェクトで

は、ＢｔｏＢからＢｔｏＣへの事業転換等を支援し、平成

１８年のプロジェクト始動時から現在までに、プロジェク

ト参加事業者により新たに生み出された自社ブランド製品

の累計売上高は、１６億円（令和４年９月末現在）を超え

ているとのことであるが、プロジェクトが稼働している年

数に比しての累計売上高がそれほど大きな金額になってい

ない。 

○経営者の高齢化により企業の廃業は避けられない一方で、

区内での新規開業、事業承継による企業の継続、生産性向

上による売上や利益の増加により、減少スピードを低下さ

せることが極めて重要であると考える。区でもそのような

認識のもとで、各施策・各事業を実施しているとのことで

あるが、これらの施策をより重点的に実施していくべきと

考える。 

○中小企業の販路開拓については、区としてもより一層重点

的に実施していくとのことであるため、各事務事業の監査

の結果及び意見に記載した事項を参考に、有効かつ効率的

な支援の実施を行うべきである。 

○古くから住工混在の「モノづくりの街あらかわ」として、

発展してきた経緯から、今後も、優れた技術・技能を次代

へつないでいくために、これまで注力してきた事業承継や

生産性向上補助金等の支援策を継続することに加え、若年

層を対象とした起業啓発イベント等を新たに開催するな

ど、地域経済の維持・発展に繋がる施策に重点的に取り組

んでいく。 

○ＭＡＣＣプロジェクトにおける自社ブランド製品の売上金

額は成果を表す指標の一つであり、それ以外にも定期的な

会員向けセミナーや情報交換会の開催を通じた知識・ノウ

ハウの習得、コーディネータの伴走支援による生産性の向

上や現場改善など、区としては数字には表れない成果も出

ていると認識している。 

○区としては、ＭＡＣＣプロジェクトはじめ、企業のニーズ

や社会情勢に合わせて絶えず支援策の見直しを行ってお

り、社会経済情勢の変化に応じてＢｔｏＢからＢｔｏＣへ

の事業転換等を支援する地域ブランディング構築支援事業

も活用しながら、更なる販路開拓支援に取り組んでいく。 

（５）区外の事業者や個人に対する中小企業支援施策の認知度向上について（Ｐ．２１） 

○今回監査対象とした事業の事務事業分析シートの他区の実

施状況を見ると、他区ではほとんど実施していない事業を

区は多く実施していることが分かる。 

 

○東京都の地域産業活性化計画事業費補助金等を有効に活用

して事業を推進している。 

○区内での創業等の誘致を図るため、他区にはあまりない区

の中小企業支援施策を積極的にＰＲし、区外の事業者や個

人に対する認知度を向上していくことが重要であると考え

る。 

○区外の事業者や個人に対する認知度はまだまだ低いものと

思われる。公開セミナー等区外の事業者や個人も対象に実

施している中小企業支援施策について、積極的なＰＲによ

り参加率を上げていくことが望まれる。 

○さらに、あらかわ経営塾のように区内中小企業を対象とし

ているものを、多少の受講料を徴収して区外の中小企業も

対象に加えることを検討することも一つではないかと考え

る。 

 

○現在もＨＰやＳＮＳでＰＲはしているところではあるが、

引き続き効果的なＰＲ方法について検討する。 

○なお、参加者同士のマッチングも狙っている通常のオープ

ンセミナーと異なり、あらかわ経営塾のような手厚いハン

ズオン支援を行うような事業に関しては、区外企業は支援

対象に馴染まないため、区内企業の一層の掘り起こしに努

め、利用企業の増加を図っていく。 
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（６）区の中小企業支援施策やセミナー開催等の周知について（Ｐ．２２） 

○区の中小企業支援施策やセミナー開催等の中小企業等への

周知については、区ホームページ、区報、区のソーシャル

ネットワークサービス（Ｔｗｉｔｔｅｒ等）、企業相談員や

ＭＡＣＣコーディネータの企業訪問時の説明（チラシ・パ

ンフレットの配布）、過去に中小企業支援施策やセミナー等

に参加した企業へのダイレクトメール送付、ＭＡＣＣプロ

ジェクト参加企業へのメールマガジン送付、城北信用金庫

のメールマガジン送付、図書館等でのチラシ配布、東京商

工会議所等の関係団体の協力等、様々な方法により行って

いるとのことである。 

○今後もより多くの中小企業等に周知するよう、例えば、メ

ールマガジンの配信先を増やすべく、あらかわ産業ＮＥＴ

に掲載されている企業のメールアドレスを企業の許可を取

って配信先に加えることや、創業支援コワーキング事業の

会員登録者を登録者の許可を取って配信先に加えることが

考えられる。 

○また、支援施策やセミナーを利用してほしい人が集まりそ

うな場所でのチラシ等の配布や、関係団体の協力による周

知、主要駅やバス等に広告を設置する等、費用対効果を考

慮しつつ、できる限りの方法で、更に積極的に行っていく

べきである。 

○引き続き、これまでの方法による周知を積極的に行うとと

もに、より多くの潜在的企業にリーチできるよう、関係団

体との連携や新たなＰＲツールによる積極的な周知を行っ

ていく。 

（７）セミナーの有効的・効率的な運用について（Ｐ．２２） 

○区は産業振興施策として多くの事務事業を実施しており、

開催するセミナー数も非常に多くなっている。 

○経済や社会が非常に複雑化している昨今、様々なテーマを

扱わなければならず、区が主催するセミナーも多くなって

いる現状はやむを得ないところではあるが、開催するセミ

ナーが多岐に亘ると、参加者数を確保することに注力しな

ければならないといったことがあると考えられる。 

○そのため、事務事業全体を通じて、セミナーの必要性・重

要性や参加者数等を鑑み、例えば開催回数を減らすことや

開催頻度を２年に１回とする、内容が数年間大きく変わら

ないものについてはＤＶＤ録画し視聴希望者に一定期間貸

し出す等、セミナーの有効的・効率的な運用を検討すべき

と考える。 

○また、区外の中小企業等も対象とするような大人数が参加

する解説セミナーの場合、セミナー参加者の利便性を考え

ると、機材や費用面での課題はあるが、対面形式とオンラ

イン形式のハイブリット開催が望ましいと考える。 

 

 

 

 

 

○これまで、セミナー開催に当たっては、区内企業にとって

有益なテーマや喫緊の課題をテーマとしたセミナーを開催

することを念頭に企画してきたところだが、今後、セミナ

ー内容の質の維持を前提としながらも、より効率的に実施

していくために、東京商工会議所等の外部機関と連携しな

がら、効率的なセミナー運営を行っていく。 

○また、開催方法については、グループワークを含むテーマ

の場合は、対面形式で実施し、通常の座学がメインの場合

は、オンライン形式で実施するなど、開催テーマの特色に

応じ、創意工夫して開催していく。 
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（８）民間企業等との連携強化について（Ｐ．２２） 

○区は今までも国、都、関係機関等との連携により、地域産

業振興のポータル（窓口）となり、様々な支援を実施して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○区は国内・海外の複数の都市と友好交流を進めており、区

ホームページで一部の交流都市の特産品販売を案内してい

る。 

○中小企業支援に積極的な民間企業との連携により、更なる

支援を実施していくことも必要不可欠であると考える。例

えば、ＢｔｏＣの販路開拓支援においてａｍａｚｏｎや楽

天等の大型通販サイトとの連携、創業支援ではスタートア

ップと大手事業会社との共創を支援する会社との連携等、

様々な面での連携が考えられる。したがって、情報収集を

積極的に行い、個々の事業者や起業家のニーズに合った支

援策を模索していくことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

○交流都市と販路開拓等で支援し合うことを更に推進しても

よいのではないかと考える。荒川マイスターの製品、「ａｒ

ａ！ｋａｗａ」認定商品、荒川区新製品・新技術大賞の製

品等の中には、海外でも販売すれば人気になる可能性があ

るものがあるため、検討すべきと考える。 

○ＢｔｏＣの販路開拓支援で構築したモノづくりブランド

「ａｒａ！ｋａｗａ」について、現在独自の通販サイトを

運営しているが、大型通販サイトとの連携に当たっては、

販売手数料の負担の大きさ、ブランド訴求力が弱いと埋も

れしまう等の課題が想定されるため、まずはブランドの認

知度を高め、その後大型通販サイトへの出店も検討してい

く。 

○創業支援においては、民間企業と連携した支援をすでに始

めている。例えば、大手都市銀行グループが設立した成長

企業エコシステムプラットフォームに参画（後援）し、区

内スタートアップに対して、同プロジェクトで実施するセ

ミナーやアクセラレーションプログラムの紹介や事業会社

とのマッチングなどができる体制を整えている。 

 

○また、販路開拓等における交流都市との連携に関しては、

広報宣伝のチャネルが増えることは販路開拓に繋がる可能

性があるため、交流都市のホームページに区内製品に関す

るリンクを貼ってもらえるよう連携を図れないか順次調整

する。 

（９）企業訪問管理システムについて ①システムにおける管理企業数の適正化に向けた取組について（Ｐ．２３） 

○企業訪問管理システムについて、管理企業数は休・廃業を

含む約１３，０００社とのことであるが、以前のシステム

である企業情報データベースにあった企業をそのまま移行

させており、郵便局やコンビニエンスストア等も含まれて

いるとのことである。 

○区では「あらかわ産業ナビ」という区内事業者を対象とし

た区の制度や事業、区内で活躍する事業所や団体の様子等

を紹介する情報紙を年６回発行しており、配布を希望する

区内事業者約３，０００社強に送付している。 

○なお、廃業や区外移転があると、配付委託業者から産業振

興課経由で経営支援課に連絡が来るようになっている。 

○企業相談員が当該事業者を訪問し廃業や区外移転を確認す

○支援を効率的・効果的に行うため、費用対効果を考慮の上、

廃業や区外移転について定期的な確認作業や物理的削除の

ルールを設定し、システムにおける管理企業数の適正化を

図ることが望まれる。 

○現在も、産業情報紙配付時における配付委託事業者からの

連絡に基づく確認や、企業相談員等の区内事業者を訪問す

る職員による確認を行っているところではあるが、今後は

国の経済センサスの結果をもとに区が４年ごとに実施して

いる実態調査（商業センサス・モノづくりセンサス）での

報告状況を適宜反映させ、より様々な機会を捉えて定期的

な確認を行うこととする。 

○物理的削除については、追加経費が発生するという費用対

効果の問題もあるが、後継者不足等による事業引継（Ｍ＆

Ａや一部事業の譲渡等）の増加が区内でも予想されること

から、事業を引き継いだ相手先企業の情報を記録しておき、

承継された技術等をその後のビジネスマッチングに活用す
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ると、企業訪問管理システムに廃業等の情報を入力し、で

きる限り更新は行っている。 

○事業者の状況に関する定期的な確認作業や物理的削除のル

ール設定はされていないとのことである。 

ることも重要と考える。その上で、情報の活用状況を勘案

しながら、物理的削除を行うことが適当と考えられる場合

には、廃業等の事実発生日から一定期間が経過したらシス

テム上で情報を削除する等のルールを設定し、費用対効果

を考慮した上で物理的削除についても検討する。 

（９）企業訪問管理システムについて ②入力情報の充実等によるシステムの積極的活用について（Ｐ．２３） 

○企業当たりの管理データは企業情報、あっせん融資実績、

相談履歴、補助金等交付実績とのことであるが、相談を受

けた相談員がそれぞれ入力している。 

○過去の区の産業振興施策の実績の情報が一部しか入ってい

ないため、何か過去の情報を調べたいときに検索ができる

ような内容とはなっていない。そもそも企業訪問管理シス

テムは、企業訪問の情報を管理するシステムとして導入し

ているものであり、情報検索を行うためのシステムとして

導入しているものではないとのことである。 

○入力者によって相談履歴についての記載の濃淡があり、例

えば一部入力されていない情報もある等、入力情報にムラ

や漏れがあると思われる。伴走型支援が属人的な情報にな

らないように、情報をもう少し詳細に統一感をもって入力

し、システムに有用な情報を保存していくべきと考える。 

○また、病院のカルテのように、その中小企業がどのような

状況にあるのか、どのようなニーズがあるのかが分かるよ

うに、データの充実を図るべきであると考える。企業訪問

管理システムはパッケージシステムであり、カスタマイズ

には費用がかかるため、費用対効果を考慮の上、できる限

りの対応を検討されたい。 

○企業情報を管理し、訪問する専門相談員間で共有するシス

テムであることから、入力内容の濃淡が生じないよう、入

力内容の統一化を図る。 

○また効果的にシステムを活用できるよう、現状の入力情報

のほか、保有・管理が望まれる情報を専門相談員等のユー

ザにヒアリングのうえ、入力・管理情報の精査や表示順の

変更等を検討する。 

（９）企業訪問管理システムについて ③暗号化通信の脆弱性について（Ｐ．２４） 

○区とデータセンターとの暗号化通信として、ＴＬＳ１．２

を利用しているが、ＴＬＳ１．２は暗号化として脆弱性が

あり、監査時点において、脆弱性に関しては認識していな

かったとのことである。 

○運用保守に関する委託契約であることから、本来はベンダ

ー側の責任の部分ではあるが、システム管理部門において

最新情報を把握しておくことが望ましい。 

○システム管理担当者の知識・情報の習得に加え、定期的に

調達ベンダーに対し通信やシステムの脆弱性等の確認・情

報交換を密に行うようにする。 

（１０）あらかわ産業ＮＥＴについて ①サイトの認知度向上について（Ｐ．２４） 

○区では、平成２７年度に以前のシステムから現在のあらか

わ産業ＮＥＴへ移行し、運用を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○このような一般ユーザ向けに公開した区内企業検索サイト

があることの認知度は高くないと思われる。 

○認知度を向上させるため、サイトに登録のある企業が作成

するパンフレット類やホームページにあらかわ産業ＮＥＴ

のＵＲＬを記載してもらうことや、サイトに公開されてい

る企業を区の情報紙（あらかわ産業ナビに限らない。）に掲

載する場合に、必ずあらかわ産業ＮＥＴのＵＲＬを掲載す

る等の対応が望まれる。 

○また、掲載企業のアピールができるよう、製品の写真を入

れる（現状は４枚まで掲載可能）等して、サイトを見やす

○当サイトの目的は、事業者自らが手軽に取引先を検索し、

自律的なマッチングを促進することにあり、より多くの事

業者に利用してもらうことが理想である。また、自社のホ

ームページを持たない企業等におけるＰＲ支援としては意

義のある媒体であると考えているため、区ホームページに

おける当サイトの紹介記事の内容改善やボリュームアップ

等を行い、閲覧数の向上に努めていく。 

 

 

 



 

現状 監査意見 意見に対する対応内容 
 

6 

 

 

 

 

○監査時に画面を確認したところ、受発注ボタンの東京都中

小企業振興公社ホームページへのリンクが切れていた。 

い構成にする工夫も行っていくべきと考える。それらの取

組みによりあらかわ産業ＮＥＴの周知促進やサイトの更な

る活用を図るとともに、サイトのあり方についても検討さ

れたい。 

○リンク切れについて、現在は解消されているが、リンク切

れがないよう定期的に確認する必要がある。 

 

 

 

 

○リンク切れについては、ご指摘のとおり、定期的に確認す

る。 

（１０）あらかわ産業ＮＥＴについて ②企業支援事業全体の認知度が上がるようなサイトづくりについて（Ｐ．２４） 

○あらかわ産業ＮＥＴでは、「荒川区の企業支援メニュー」の

リンクから、支援メニューが記載されたカラーのＰＤＦを

見ることができるが、企業支援メニューの詳細や好事例が

掲載された「あらかわ産業ナビ」の紹介等は区のホームペ

ージ内にあり、情報が一体的に繋がっていない。 

○今後は、ＢｔｏＣ支援のためａｒａ！ｋａｗａ認定商品を

ＥＣサイトで販売する取組を開始する予定とのことである

が、中小企業支援に関する区の取組が一体的に分かり、企

業支援事業全体の認知度が上がるようなサイトづくりが必

要ではないかと考える。 

○さらに、メインとなるホームページから各ホームページに

飛ぶようにし、各ホームページからもメインとなるホーム

ページに飛ぶような工夫が必要と考える。 

○より情報にアクセスしやすくなるよう、ホームページの構

成や見せ方等を工夫する。 

第三 施策１「産業基盤の整備・充実」 

１ 工業団体連合会補助事業 

（１）荒川区工業団体連合会の積極的活動を推進するサポートについて（Ｐ．２７） 

○新型コロナウイルス感染症の影響等により、近年当該団体

の活動が極めて制限されており、補助金の交付実績がない

状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○区内工業団体の活性化を図り、ものづくり産業の振興施策

を効率的・効果的に展開するためには、荒川区工業団体連

合会が主催となって共通する経営課題に取り組むことや、

販路開拓や新製品・新技術の開発に一体となって取り組む

等、能動的に活動していくことが望まれる。それに対して、

区が荒川区工業団体連合会の積極的な活動を全面的に支援

していくことが望ましいと考える。 

○そのため、新年賀詞交歓会の経費の一部補助だけでなく、

荒川区工業団体連合会が主催の勉強会、共同出展やブラン

ディング活動等を積極的に実施し、その経費の一部を補助

する等のサポートを行っていくべきである。 

○また、他の事業において、荒川区工業団体連合会に加盟す

る会員企業の積極的な参加を呼びかけ、会員企業が積極的

に参加することにより、荒川区工業団体連合会の活性化を

徐々に図っていくべきと考える。 

○新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、企業間交流

の場である賀詞交換会を開催することができず、連合会全

体での情報共有等の機会がなかった。 

○今後は、感染状況の動向も踏まえながら、賀詞交歓会の他

にも、適時、セミナーの開催等を連合会に働きかけるなど

企業間交流の促進を側面支援していくとともに、連合会の

活性化に資するその他の支援についても、必要に応じて取

り組んでいく。 

○なお、連合会の活動費繰越金については、決算書記載の残

高と通帳残高が同額であることを確認したが、ご指摘を踏

まえ、今後は定期的に確認することとする。 
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○補助申請の際に添付されている事業収支決算書によれば、

荒川区工業団体連合会の活動費について、繰越金を普通預

金に預け入れているものと思われる。 

○数年に１回は普通預金に決算書記載の残高があることを確

認することも有効と考えられる。 

２ 荒川区モノづくりセンサス 

（１）契約金額及び契約方法の妥当性の検討について（Ｐ．２９） 

○令和３年度の業務委託契約について、当初予算編成段階で

は、製造業・卸売業・貨物運送業約３，０００社を調査対

象と想定した荒川区モノづくりセンサス実施に当たっての

見積書を委託業者から徴取している。 

○しかし、その後委託内容が変更され、製造業・貨物運送業

約２，０００社を調査対象とする荒川区モノづくりセンサ

スと製造業・貨物運送業以外の約１，０００社を調査対象

とする新型コロナウイルス感染症の影響に係る実態調査の

２つを実施している。 

○業務委託契約締結前に再度見積書を徴取しているが、当初

予算編成段階の見積書と同額の金額のみが記載された見積

書となっている。 

○また、当初想定していた調査対象事業者数（約３，０００

社）と実際の調査対象事業者数（３，００９社）は近似し

ているものの、調査回答事業者数は２つの調査合計で１，

５５５社となっており、実際に企業訪問等を行ったのは調

査対象事業者数の５１．７％となっている。 

○合計の調査対象社数に変更がなく、２つの調査を同じ調査

員等で行うため、合計額のみ記載された見積書となってい

ると思われるが、２つの調査を行うことで業務内容が多少

変更されてもおかしくないと考えられる。 

○したがって、委託内容に変更が生じた時点で、業務内容ご

との内訳を記載した見積書を徴取し、契約金額の妥当性を

検討しておくべきであったと考える。今後委託内容が変更

される場合には、内訳も含んだ見積書を再徴取し、契約金

額を再度検討することが望ましい。 

 

 

 

○現在は、実際の調査回答事業者数に関係なく、委託金額が

固定された総価契約となっているが、調査に係る費用とし

て、単価契約にした方が適切かどうかについても、予算編

成段階の見積と実績を比較検証する等により、検証・検討

していくことが望ましい。 

○委託内容の変更による見積書の徴取に関しては、今後、同

様のケースが生じた場合、内訳を記載した見積書を徴取し、

契約金額の妥当性を確認することとする。 

○総価契約の妥当性については、次回の実施に向けて、単価

契約又は複合契約の可能性も視野に入れ検討することとす

る。 

（２）業務委託による効果、報告内容の分析や今後の方針検討の文書化について（Ｐ．３０） 

○業務を委託することによる効果については、荒川区モノづ

くりセンサスの実施についての令和３年度予算要求資料で

明確化されている。実施した結果としても、区職員が報告

内容の分析や今後の方針検討に十分な時間を使うことがで

き、業務を委託することによる効果は十分あったとのこと

である。 

○区職員が報告内容の分析や今後の方針検討を行った過程の

資料は特に作成されておらず、文書化されたものは最終報

告書に記載された「調査結果に基づく企業振興施策の今後

の方針」や翌年度以降の予算要求資料のみとのことである。 

○業務を委託することによる効果について、次回の予算要求

時に資料作成するのではなく、年度終了時点で検証結果に

ついて文書でまとめておくべきと考える。 

○報告内容の分析や今後の方針検討については、十分な時間

を使って行われていると思われるが、どのような議論を経

て最終的にどのような方針になったのかを文書として残し

ておくことは、その後の検証においても有用であることか

ら、作成・保存しておくべきと考える。 

○業務委託をしたことにより、内容分析や方針検討に十分な

時間を充てることができたと実感している。今後業務委託

する場合には、効果検証の結果を調査実施年度終了時点に

文書でまとめることとする。 

○なお、モノづくりセンサスの中間報告内容に基づき、部内

において事業実施の妥当性について議論を行い、ブラッシ

ュアップを重ねて作成した予算要求資料が、報告内容の分

析や方針検討に係る資料と捉えていたが、次の調査実施に

活用できるよう適切に報告内容に関する分析の経過を残し

ていく。 
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（３）企業訪問管理システム及びあらかわ産業ＮＥＴの情報更新について（Ｐ．３１） 

○調査結果について、委託業者からデータベースのＣＳＶフ

ァイルの提出を受けているが、企業訪問管理システムやあ

らかわ産業ＮＥＴのデータ更新は行っていないとのことで

ある。 

○アンケート調査の二次利用を制限しているため、データ更

新は検討していなかったとのことである。 

○二次利用等の課題がクリアできるのであれば、調査結果に

よる企業訪問管理システムやあらかわ産業ＮＥＴの情報更

新を検討すべきと考える。 

 

○次回の調査の際には、「回答いただいた課題について、産業

経済部内支援策の担当への情報提供・支援に同意するか」

といった質問項目を追加し、同意をいただいた場合は二次

利用を行い、企業訪問管理システム等の更新に繋げること

を検討する。 

（４）調査員の資格確認について（Ｐ．３１） 

○仕様書において、調査員を中小企業診断士とすることを定

めているため、区としては調査員が中小企業診断士である

かどうかの確認は特に行っていないとのことである。 

○委託業者が確認していると考えられるが、区としても説明

会時に中小企業診断士であることを証する書類を提出して

もらい確認する等、何らかの形で確認を行った方がよいの

ではないかと考える。 

○次回の調査の際には、調査員が中小企業診断士であるかど

うかの確認のため、中小企業診断士の登録番号を提出して

いただくこととする（登録番号が分かれば中小企業診断協

会ホームページにて検索可能）。 

（５）報告書のカラー印刷製本費の計上及び費用検証について（Ｐ．３１） 

○「令和３年度荒川区モノづくりセンサス（製造業等実態調

査）実施報告書」及び「令和３年度荒川区新型コロナウイ

ルス感染症の影響に係る実態調査実施報告書」は、図やグ

ラフが非常に多いため、カラーで印刷されている。 

○区役所で使用している製本用印刷機はモノクロ印刷のみ対

応しており、カラー印刷の場合は外部の業者に依頼する必

要があるが、その認識がなかったため、当初予算には報告

書製本費を計上しておらず、予算の移用等で対応したとの

ことである。 

○カラー印刷の報告書製本費について、当初予算に計上する

よう区役所内で周知を図るとともに、カラー印刷対応の製

本用印刷機を取得し区役所内で印刷する場合と、従来どお

り外部の業者に依頼する場合に、いずれが費用削減となる

か検討しておくことが望まれる。 

○カラー印刷するものについて、外注するより経費が安い場

合は庁内印刷が可能である旨を印刷機器の使用基準におい

て示しているが、今後は予算編成時に経費の比較等をした

上で予算化すべきか十分に検討するよう周知徹底する。 

第四 施策２「創業・新事業創出の支援」 

１ モノづくりクラスター形成促進事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定について（Ｐ．３３） 

○ＭＡＣＣプロジェクトにおける新製品・新技術として認定

された製品等は、ＭＡＣＣプロジェクトのパンフレットに

掲載されるとともに、区として半年ごとに販売状況を確認

している。平成１８年のプロジェクト始動以降、新製品・

新技術として認定された２９製品について、令和４年９月

末時点の累計売上高は１６億円とのことである。 

 

○当該事業の目的は、区内での産業クラスターを形成し、「新

事業やベンチャーの創出」、「既存企業の第二創業や経営革

新」を促進することであるが、新製品・新技術の創出があ

ったとしても、産業クラスターが形成できたか否かを判断

することは難しいと考えられる。 

○したがって、現在、当該事業の成否を判断する指標として、

新製品・新技術の開発件数を設定しているが、当該指標だ

けでは不十分であると考える。 

○プロジェクトに参加する企業数は区内産業クラスターの形

成促進状況を検証する重要な指標であるためこれまで成果

指標として設定してきた。 

○今後、上記に加えて当プロジェクトの成果を適切に確認で

きる指標を検討していく。 
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○産業クラスターを形成できたか否かを判断する場合、プロ

ジェクトへの参加企業数や、参加企業と学術機関や自治体、

並びに金融機関とのどのような連携が行われたかを具体的

に確認できる指標（例えば、参加企業から学術機関や自治

体、並びに金融機関への相談件数、イベント数、特定テー

マ研究会の開催回数等）を検討するとともに、その指標に

関する目標を定めるべきと考える。 

（２）ＭＡＣＣコーディネータの日々の活動状況の見直しについて（Ｐ．３３） 

○現在、企業支援の知識・経験を有する４名をＭＡＣＣコー

ディネータとして選任し、伴走型支援として企業訪問や経

営相談を行っている。なお、ＭＡＣＣプロジェクト参加企

業は令和４年９月末時点で１００社あり、各社に対して担

当コーディネータが割り振られている。ＭＡＣＣコーディ

ネータは参加企業からの求めに応じて企業訪問を行ってお

り、年間を通じて全ての企業を訪問できておらず、要望の

あった企業を中心に支援活動を行っている。そのため、Ｍ

ＡＣＣコーディネータによる参加企業への関与度合いが企

業ごとに異なっている状況である。 

○企業相談員が企業訪問し、区が実施している補助金事業や

表彰制度等を別途案内していたとしても、ＭＡＣＣプロジ

ェクト参加企業は刻々と変化していると考えられるため、

ＭＡＣＣコーディネータは自らが担当している企業を少な

くとも年に１回以上は訪問し、現状や課題を把握しておく

べきである。 

○こうした状況がＭＡＣＣプロジェクト参加企業数が近年伸

び悩んでいる要因の一つになっていると考えられることか

ら、ＭＡＣＣプロジェクト参加企業数を増やしていくため

にはどのように活動していくべきかを検討すべきと考え

る。 

○約１００社あるＭＡＣＣ会員企業のなかでもプロジェクト

やコーディネータに求めるものは様々であるため、これま

で４名のコーディネータが企業ごとに必要な支援内容等に

応じて、訪問支援を行う等の役割を担ってきたところであ

る。 

○今後さらにＭＡＣＣ会員企業を増やしていくとともに会員

企業をきめ細かく支援するため、活動方策について引き続

き検討していく。 

（３）ＭＡＣＣコーディネータの担当企業数の見直しについて（Ｐ．３４） 

○令和４年９月末時点で１００社あるＭＡＣＣプロジェクト

参加企業に対して、ＭＡＣＣコーディネータ４人が各社を

担当しているが、担当社数について大幅な偏りがある。 

○この理由について確認したところ、企業ごとで必要とする

支援の度合いが異なっており、より高度な技術的支援を必

要とする企業を担当するＭＡＣＣコーディネータについて

は、担当社数を少なくしているとのことである。 

○担当社数の偏りにより、１人のコーディネータが参加企業

を網羅的に支援できない状況を生み出す一因になることが

考えられるため、担当社数の偏りをできる限り解消すべき

と考える。 

 

○大学工学部の職員と兼任しているＭＡＣＣコーディネータ

は技術的課題の解決に強みを持つので、技術的支援を必要

とする企業に集中して訪問させるスタイルとするなど、各

ＭＡＣＣコーディネータのそれぞれ得意とする支援分野と

企業が抱える課題や目指す姿などをマッチングさせて、最

適な担当コーディネータを充ててきた。 

○支援内容によってコーディネータが対応する時間も一律で

はないことから、コーディネータの担当社数も均等である

必要はないため、今後もこれまでのように企業ニーズにあ

わせた担当の割振りを行う。 
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（４）企業訪問管理システムへのＭＡＣＣコーディネータの活動内容の入力について（Ｐ．３４） 

○ＭＡＣＣコーディネータは、参加企業の求めに応じて企業

訪問を行い、課題解決や開発相談等を支援しており、月に

１度、経営支援課内で活動報告を行っている。しかし、当

該活動報告の内容について、経営支援課内のデータベース

である企業訪問管理システムに網羅的に入力が行われてお

らず、また、活動報告書や活動報告の際の議事録等も作成

されていないことから、ＭＡＣＣコーディネータの活動内

容や参加企業への訪問状況を事後的に確認することができ

なかった。 

○参加企業に対する支援内容や参加企業の状況を把握するた

めに、ＭＡＣＣコーディネータは企業訪問管理システムに

活動内容を入力し、網羅的かつ効果的に経営支援を行って

いることを事後的に確認できるようにすべきである。 

○ＭＡＣＣコーディネータの企業訪問管理システムへの訪問

状況の入力について、一部のコーディネータのみ入力し、

統一的な対応が取れていなかった。訪問内容について事後

確認ができるよう入力をルール化する。 

（５）新製品・新技術の開発件数目標の達成に向けた取組について （Ｐ．３４） 

○当該事業の指標である新製品・新技術の開発件数について、

令和８年度目標として１０件を掲げているが、直近３年間

の開発件数は合計２件である。 

 

 

○令和８年度に単年度だけで開発件数１０件を達成するに当

たっては、開発を行う事業者を増やす必要があり、まずは、

ＭＡＣＣプロジェクト参加企業数自体を大幅に増加させる

必要がある。また、新製品・新技術開発は事業者主体で行

われており、開発に当たっては複数年を要することもある

ため、目標件数を達成するためには、産学公金の更なるネ

ットワーク強化が必要不可欠である。 

○したがって、現状の指標で掲げている目標を目指すのであ

れば、新規にＭＡＣＣプロジェクトに参加する企業数を増

やすために、広告宣伝活動を積極的に行うことや、その先

の展望として、参加企業が増えてきたらＭＡＣＣコーディ

ネータを増員することを検討する必要があるのではないか

と考える。その一方で、開発に当たって複数年要すること

等の事情も加味して、現実的な目標を設定することも考え

らえる。 

○令和２～４年度は新型コロナウイルス感染症の影響で会員

企業が新製品・新技術開発を控える動きがあったため、新

規開発支援が十分に行えなかった。 

○アフターコロナにおいて企業訪問の頻度を上げていくにあ

たり現行の４名で対応可能であると考えており、関係機関

と連携しながらより効果的な支援を目指していくととも

に、ＭＡＣＣコーディネータの体制強化も含め、ＭＡＣＣ

会員企業を増やしていくための活動方策について、引き続

き検討していく。 

２ 産学連携推進事業 

（１）補助制度の十分な周知について（Ｐ．３７） 

○区のホームページ等でも当該事業について掲載はしている

が、ＭＡＣＣコーディネータや企業相談員が当該事業説明

用のパンフレットを持参し、対象となりうる企業に対して

事業の案内をするなど、より企業に密着した対応を行って

いる。 

○ＭＡＣＣプロジェクト参加企業であっても、当該事業によ

る補助制度について、十分な周知がなされていないのでは

ないかと思われる。対象となりうる企業に対しては、ＭＡ

ＣＣコーディネータや企業相談員が巡回訪問し当該事業の

案内を行うだけでなく、巡回訪問しきれないことによる周

○当事業をより多くの企業に利用してもらうためこれまでの

周知に加え、東京商工会議所と一層の連携強化を図るとと

もに、ＤＭやメールマガジン、区内企業の会合等の機会を

捉えて広く周知していく。 
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○しかし、ＭＡＣＣコーディネータや企業相談員が巡回でき

る企業数は限られており、１年間で区内の事業者全てを訪

問できていない。 

知不足を引き起こさないよう、メールマガジンやダイレク

トメール等の方法も活用しながら、より一層の周知に努め

るべきである。 

○また、ＭＡＣＣプロジェクト参加企業の増加やＭＡＣＣプ

ロジェクトのより一層の活性化は、当該事業の対象となる

企業の増加や利用企業の増加に繋がると考えられるため、

両輪で事業の促進を図っていくべきである。 

○さらに、令和３年度に東京商工会議所と産学公連携相談窓

口に関する覚書を締結した結果、既に区と連携協定を締結

している教育機関や研究機関だけでなく、東京商工会議所

が連携している教育機関や研究機関にも繋げることができ

るようになったとのことであるため、そういった機会も捉

えながら、対象となりうる企業に周知を行い、当該補助事

業の利用を促していくべきと考える。  

（２）補助制度利用後の企業等の活動状況把握による事業の効果検証について（Ｐ．３７） 

○当該事業の補助金を利用した企業等について、補助金申請

時の資料は保管しているが、補助金利用後の活動状況や実

績については、情報が集められていなかった。 

○補助を行うことにより産学連携の強化を促し、新製品・新

技術の開発を促進することが当該事業の目的である。補助

金を利用した事業者が、補助の結果どのような成果を得た

か確認することで、当該事業が区内製造業者等のニーズに

合っているか否かを把握することが可能になると考えられ

る。 

○したがって、補助を行った企業等について経過観察を行い、

どのくらい当該事業が新製品や新技術の開発、地域産業活

性化に結び付いたかを確認すべきである。 

○産学連携に関する補助金の中で、新製品・新技術の開発を

目的とするものだけでなく、企業経営課題の解決や素材の

分析・試験を目的とするもの等があり、一概に補助を行っ

た企業全ての経過を確認することが事業の効果測定に効果

的であるとは言い難い面もあるため、可能な範囲で補助を

した企業の追跡調査を行うことを検討する。 

（３）荒川区地域産業活性化パートナー認定者の区ホームページ等での紹介について（Ｐ．３７） 

○地域金融機関連携型課題解決支援事業では、地域金融機関

の職員を対象に、委託先大学が企業の課題や将来性を適切

に見極めるための講習等を実施している。講習を受講した

地域金融機関の職員が提出するレポートを委託先大学に評

価してもらい、その評価結果を参考に、区が講習を受講し

た地域金融機関の職員を荒川区地域産業活性化パートナー

として認定している。 

○区としては、目利き力が向上した地域金融機関の職員が荒

○当該目的を鑑みれば、パンフレットだけでなく様々な媒体

で認定者の紹介や受講後の取組を紹介することが望ましい

と考えられる。したがって、区のホームページ等において

も認定者の紹介や受講後の取組における好事例を掲載し、

より積極的にＰＲすることを検討すべきと考える。 

○当事業の講習を受講し地域産業活性化パートナーとなって

いる金融機関職員は１１８名おり人事異動等で区外に転出

することもあるため、区ＨＰでの紹介は行わず、年度ごと

にパンフレットを作成し紹介してきたところである。 

○今後該当金融機関とも相談し、区ＨＰ等において好事例等

を紹介することが可能であるか検討する。 
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川区地域産業活性化パートナーとして地域産業活性化の一

翼を担ってほしいという目的で認定を行っており、認定者

を紹介するためのパンフレットを毎年作成し、金融機関で

配布している。しかし、区のホームページでは認定者の紹

介を行っていない。 

３ 地域産業創出プロジェクト推進事業 

（１）広い範囲での広告活動の実施や２か年事業としての有効性向上について（Ｐ．４０） 

○区は当該事業を２か年事業としており、１年目のセミナー

事業参加者が２年目のビジネスプランコンテストに応募

し、区内での創業者の増加に繋げることを目的としている。 

○事業実施の結果、直近２回のセミナー事業参加者（平成３

０年度は１０名、令和２年度は１６名）のうち、翌年度の

ビジネスプランコンテスト応募者は令和元年度、令和３年

度ともに３名であった。また、令和３年度に区内創業に対

する賃料補助を受けている事業者は１事業者であった。 

 

○いずれの年度も、セミナー事業参加者のうち翌年度のビジ

ネスプランコンテストに応募した事業者は多いとは言え

ず、割合としても低いため、２か年事業としての有効性が

結果として表れていない。 

○また、賃料補助を開始したのは令和元年度からと歴が短い

こともあり、区外創業者を区内に呼び込むという効果が現

状表れていない。 

○当該事業の実施による区内創業者の増加を目指すために

は、成果指標の目標値にもあるとおり、セミナー事業参加

者及びビジネスプランコンテスト応募者の増加が必要であ

る。区内での創業誘致を図るためにも、区内だけでなく区

外の創業希望者に当該事業の情報が伝わるような広告活動

を行い、より広い範囲で周知を図るべきである。 

○また、ビジネスプランコンテストに応募しなかったセミナ

ー事業参加者や、ビジネスプランコンテスト応募者の区内

定着状況及びその後のビジネスの状況について、例えばイ

ンターネットを介したアンケート等により追跡調査を行

い、調査の結果を当該事業に反映させ、その後の区内創業

に結び付くよう継続的なフォローアップを行うことを検討

すべきと考える。費用対効果を考慮の上、検討されたい。 

○さらには、「創業・新事業創出の支援」で行っている起業家

支援育成事業等の他の事務事業との関連性を整理すること

によって、施策全体として区内産業の活性化、区内創業者

の増加に直接的に結び付いた取組になっているかを継続的

に評価し、評価結果に応じて事業の見直しを図っていくべ

きである。 

○区外創業者への周知については、現在は区ＨＰでの周知に

とどまっているため、今後は区外にも支店をもつ金融機関

や商工会議所等の関係機関のネットワークも活用して区外

創業者も巻き込めるよう工夫した周知広報に努める。 

○また、参加者のコンテスト後の状況については、交流会や

個別の相談会を通して把握し必要な人には支援をしてきた

が、全員を追跡できていないため、アンケート調査を行い、

必要に応じて区の創業支援施策に繋げるなどの継続的な支

援を行うことも検討する。 
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（２）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定について（Ｐ．４０） 

○区は当該事業の成果とする指標をビジネスプランコンテス

トの応募件数及びアントレプレナーセミナーの参加者数と

している。それぞれの指標は令和８年度の目標値に対し概

ね増加傾向にあるものの、前述のとおり、セミナー事業参

加者からコンテストに参加した事業者数はいずれも直近２

回で３名となっている。 

○区内創業者の増加に至る指標、例えばセミナー事業参加者

のうちコンテストでの入賞者数や、コンテスト入賞者の区

内創業による家賃補助の実施件数等でなければ、セミナー

事業及びコンテスト事業にかけた費用が、どの程度区内創

業や区内産業の活性化に結び付いたかを定量的に評価する

ことができない。したがって、事業目標達成に向けた具体

的な指標を設定すべきである。 

○令和５年度から事業目標に向けた成果を図ることができる

指標の設定を検討する。 

４ 起業家支援育成事業 

（１）目玉となる支援メニューの不在について（Ｐ．４２） 

○全国、東京都、特別区と比較すると、区の開業率はかなり

下回っている。区としても起業家支援育成事業は重点推進

事業の１つに掲げており、多くの創業支援メニューを以前

から継続して行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○創業支援セミナーについては、講師数や会場の都合により

スタートアップコースは１セット６回のカリキュラムで１

０名を対象としており、年間のセミナー受講者数は最大で

２セット２０名となっている。なお、令和３年度はセミナ

ー受講希望者が１セット２５名いたが、１０名に受講者を

○他区でも全ての区において起業家支援育成事業を行ってい

ることもあり、区の開業率の改善には至っていない。区外

の在住者に対する区の知名度を積極的に向上させるととも

に、起業家支援育成事業において、目玉となる支援メニュ

ーが必要と考える。 

○事務所等賃料補助事業を目玉となる支援メニューにするの

であれば、補助事業を積極的に宣伝していくことが必要で

ある。また、創業支援コワーキング事業で創業希望者を多

く集め、起業家支援育成事業で創業支援を支える流れを強

固にしていくべく、ニーズに合った支援メニューを増強さ

せることが考えられる。さらに、既に創業支援を実施して

いるファッションクリエイター以外で、地場産業の強みを

生かせる業種や、時代のニーズに合った業種に特化した起

業家支援育成を実施していくことも一つの方法として考え

られる。 

○以上のように、様々な観点から検討を行い、起業家支援育

成事業における、目玉となる支援メニューとなりうるもの

を特定し、実行していくべきである。 

○現在、年間のスタートアップコース受講者の令和８年度目

標値を６０名としており、それを実現するためには、１度

のセミナーで３０名以上受講できる体制とするか、現状の

１０名定員を維持するのであれば同様のコースを３講座以

上用意する必要がある。したがって、創業支援セミナーの

○これまで創業支援施策において、目玉となる支援メニュー

の実施という観点よりは、様々な角度からの支援というこ

とで、セミナーや起業家交流会の開催、相談窓口の開設、

コワーキングスペースの設置、賃料補助の実施など、多岐

にわたり創業者の支援を行ってきており、他区と比較して

も支援メニューの充実度は高いものとなっている。引き続

き利用者のニーズを検証しながら、区の開業率の改善につ

ながるよう、事業の新設・改善を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○なお、創業支援セミナーにはスタートアップコース（定員

１０名×２回）とアドバンスコース（定員１０名×４回）

の２種類あり、現在の目標値はスタートアップコース参加

者６０名と記載しているが、正しくはスタートアップコー

スとアドバンスコースを足した人数の目標が６０名であっ
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制限したとのことである。 講師数やセミナー会場等を徐々に増加させていくことが必

要と考える。 

た。したがって事務事業分析シートの誤りを修正すること

とする。 

（２）行政評価における成果指標の集計方法と追跡調査の実施について（Ｐ．４３） 

○当該事業の成果指標である「受講者の開業者数」は、創業

支援セミナーのスタートアップコース受講者のうち創業融

資を受けた事業者数を集計している。したがって、セミナ

ーを受講し区内で創業した事業者であっても、創業融資を

受けていない事業者については把握できていない。 

○セミナー受講者のうち創業した事業者を把握し、その後の

追跡調査を行うことで、セミナーの有効性等を判断できる

と考えられる。したがって、費用対効果を考慮の上、セミ

ナー受講者の創業の有無や、その後の状況について、でき

る限り追跡調査を行い、調査結果を分析し、当該事業の内

容の見直しに活用することが必要と考える。 

○次回セミナーから、参加者のその後の状況についてアンケ

ート調査等を行い、結果を事業内容の見直しに反映させる

などの対策を行うことも検討する。 

（３）セミナー受講者の年代や開業業種の拡大について（Ｐ．４４） 

○創業支援セミナー受講者は、３０～５０代が多く、１０～

２０代の参加者は少ない。 

○また、業種としては、ＩＴ・情報通信関連業種の開業が少

ない。 

○幅広い年代の開業を支援することで、様々な業種の創業が

見込まれることから、１０～２０代の創業希望者によるセ

ミナー参加が増加するように、広告宣伝方法を変更する必

要があると考えられる。また、１０～２０代の創業希望者

やＩＴ・情報通信関連業種の創業希望者向けのセミナーや

イベントを開催することで、若い世代や様々な業種の開業

を支援すべきと考える。 

○若い世代のセミナー参加を増やすため、区報、ＨＰでの周

知に加え、より若い世代の目に止まりやすいツイッターや

ＬＩＮＥ等を使った周知を行う。 

○また、令和５年度から新規で２５歳以下に向けた創業機運

醸成のためのセミナーを実施する予定であるため、そうし

た機会も使って若い世代向けの広報に努めていく。 

（４）創業相談の更なる利用促進について（Ｐ．４４） 

○創業相談について、区役所本庁舎での窓口相談は平日毎日、

中小企業診断士により実施している。また、賃料補助を受

ける事業者に創業相談員が直接訪問し、創業相談を行って

いる。そのほか、メールでの相談や相談希望者が指定する

場所に赴いての創業相談にも応じている。 

○窓口については、創業融資も関係するため、区役所本庁舎

での開設が望ましいとのことである。 

 

○創業希望者の場合は、現在の職に就いていることも考えら

れるため、週１回は区内の主要駅の近く又は人が集まりや

すい施設に窓口を設置することや、休日に窓口を設置する、

窓口だけでなくＷＥＢによる相談も受け付ける等、今まで

以上に創業希望者が気軽に相談できる体制を構築し、積極

的にＰＲすることで、創業相談の更なる利用促進を図るこ

とを検討すべきと考える。 

○区は平成２６～２８年度に「出張よろず相談会」を区内の

ふれあい館において年３回土曜日に開催したが、相談件数

が少なかったため、その後は取り止めた経緯があるとのこ

とである。その経緯も踏まえ、当時の問題点やどのような

開催方法が最も相談希望者のニーズに合致するかをよく検

討した上で、創業相談の更なる利用促進を検討されたい。 

 

○創業相談については、事業内容や金銭面の聞き取り等を行

うため、区役所窓口への来訪を基本としているが、様々な

相談希望に対応するため、区役所窓口での応対に加え、電

話やメールでの相談も受け付けている。 

○加えて創業希望者が区役所に来ることができない場合は、

創業相談員が自宅や企業に訪問し相談に乗る対応も行って

いる。 

○さらに、令和５年度からの庁舎のオンライン環境の整備を

踏まえ、相談者が希望すればオンラインによる相談も受け

付ける。 

○引き続き、相談希望者のニーズに応じた相談体制を構築し

利用促進を図っていく。 
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５ 近隣区モノづくり連携事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定について（Ｐ．４５） 

○区は、東京ＴＡＳＫ事業のうち、自区が担当するＴＡＳＫ

製品開発事業参加企業の満足度のみを事務事業の成果指標

としている。当該指標は、ＴＡＳＫ交流会に参加した企業

へアンケートを実施し、回答件数のうち「デザイン個別相

談が意義のあるものであった」と回答のあった件数を割り

出し算出している。令和３年度は３社からアンケ―トを回

収しており、満足度は１００％となっている。 

 

○実際にＴＡＳＫ交流会に参加した企業は５社（その他１社

が途中参加）であったため、満足度が正確に測定されてい

るとは言い難い。 

○また、４区共同のプロジェクトのため、区独自では限界が

ある部分もあると思われるが、個別相談の満足度だけでは、

事業目的が達成されていることを明確に示す指標とは言え

ない。 

○現在の事業内容により地域特性を生かした地域産業の創出

と技術、人材等の地域資源を活用した産業の活性化という

目的が達成されているかを明確に示す指標、例えば相談の

結果、製品開発を行った区内事業者数や区内事業者の新商

品コンテスト応募点数、販路開拓支援により増加した区内

事業者の売上高等を参考指標として加えることを検討すべ

きと考える。 

○他区の担当事業の成果について、ご指摘を踏まえ、参考指

標とすることを検討するとともに、連携事業としての強み

を生かし、引き続き、コンテストや展示販売会での成果向

上に努めていく。 

（２）ＴＡＳＫ交流会（相談事業）の利用上限の検討について（Ｐ．４６） 

○令和３年度において、当初は、６事業者各１０時間で合計

６０時間を目安に相談事業を実施するよう委託していた

が、実際は５事業者で合計６２時間の実施であった。 

○内訳を確認したところ、事業者ごとの相談時間について、

２時間の相談を実施した事業者がいれば、２５時間の相談

を実施した事業者もおり、当初想定の１事業者１０時間と

いう目安と大きく乖離していた。 

○これは、相談時間が少ない事業者がおり、余った時間を、

相談を希望する事業者に充てたためとのことである。 

○なお、当初は６事業者を予定していたが５事業者で収まっ

ていたために、全体の時間数としては２時間の超過のみで

完了したと思われる。 

 

 

 

 

○毎年相談を行えることから、前年から継続して相談を行っ

ている事業者もおり、前向きに相談事業を活用してもらえ

ている一方、より多くの事業者が相談を受ける機会を得る

ことも重要であると考え、ＴＡＳＫ交流会という制度とし

ては、相談時間の上限を設ける等の対応も必要である。 

○あわせて、相談内容に基づき、より適した別の支援事業を

紹介するなどして、多角的に支援することも検討すること

が望ましいと考える。 

 

○やる気のある前向きな事業者を支援する区の姿勢は、他の

事業者にとっても刺激となり、地域産業全体の底上げにつ

ながる可能性があると考えている。 

○一方、支援時間等に極端な偏りがあるような場合は、より

多くの事業者が相談事業を活用できるよう、一定程度の調

整を行うことや、より適切な支援事業につなげていくこと

などを検討していく。 
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（３）東京ＴＡＳＫプロジェクトへの区の積極的な関与について（Ｐ．４６） 

○当該事業は、令和２年度より「東京ＴＡＳＫ」としてリニ

ューアルし、４区で連携し、実施している。その内容や各

区の担当は３、４年程度の周期で見直しを行っており、そ

の間は変更を行っていない。 

○各区が固定した事業を行うことで、各事業に係るノウハウ

の構築等により継続的な改善ができるという利点はある

が、同一事業を継続しているのみでは、事業の目的である

地域特性を活かした地域産業の創出と技術、人材等の地域

資源を活用した産業の活性化を図ることを達成するのに、

時間を要してしまう可能性があると考えられる。 

○４区共同のプロジェクトのため、区独自では限界がある部

分もあると思われるが、各区での実施事業の検討や役割分

担のローテーションについて、適宜見直しを図り、各区単

独では行うことのできない４区連携による効果を事業者が

享受できるよう、区は東京ＴＡＳＫプロジェクトに積極的

に関与していくべきである。 

○４区共同のプロジェクトであり、各区の事情もあることか

ら、担当事業のローテーション等に関しては、難しい面も

あると考えられるが、連携事業の強みを生かし、引き続き、

事業企画や運営面で互いに協力しながら、区として積極的

にシナジー向上に努めていく。 

６ 荒川区新製品・新技術大賞 

（１）応募者の増加施策について（Ｐ．４８） 

○荒川区新製品・新技術大賞は過去５回開催しており、応募

件数について、第１回は２６件であるのに対し、第２回か

ら第４回は１９件、直近開催の第５回は１７件と徐々に減

少傾向にある。区は開催に当たり、ホームページや区報、

チラシの配布、ＭＡＣＣプロジェクト参加企業へのメール

マガジンやダイレクトメールの送付、ソーシャルネットワ

ークサービス（ＳＮＳ）を活用し周知を行い、参加企業を

募集している。 

○しかし、参加対象を区内企業に限定しているため、母数に

制約がある関係上、応募件数が伸び悩んでいる。また、各

事業者の応募回数に制限を設けていないことから、毎回応

募している事業者もおり、過去の受賞企業の中には同一企

業が複数回受賞しているケースがある。 

○区としても課題として挙げているところであるが、一部の

企業のみの応募になることを避け、広く応募しやすいよう

にするためには、後援機関である金融機関や東京商工会議

所等との一層の連携や、更なる後援機関を募る等により、

広告活動の充実を図る必要がある。 

○また、ＭＡＣＣプロジェクトでの新製品・新技術開発支援

等、他の事業における支援を通じて、参加企業の増加を図

る必要がある。 

○さらに、荒川区新製品・新技術大賞の知名度を向上させる

必要があると考える。例えば、荒川区新製品・新技術大賞

のロゴ（マーク）を作成し、受賞製品を梱包する箱等にシ

ールとして貼ってもらうことや、製品紹介のホームページ

等にロゴを掲載してもらう、区内の主要駅やバス等に広告

を設置する、マスコミに取り上げてもらうよう依頼する等、

従来の概念に捉われず、できることを実施することが望ま

しいと考える。 

 

 

○参加企業の増加に関しては、後援機関である金融機関や東

京商工会議所等との一層の連携や、更なる後援機関を募る

等により、広告活動の充実を図り、参加企業の増加を目指

すとともに、頂いたご意見をふまえ、知名度向上に向けた

方策の検討を進めていく。 
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（２）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定について（Ｐ．４８） 

○区は当該事業の成果とする指標として、荒川区モノづくり

センサスの調査項目である「新製品・技術の開発に対する

取組意欲」を設定している。 

○当該指標は、事務事業の目的である「区内中小企業による

新製品等の開発気運の醸成を図ること」を測定する指標と

して、一定程度有効であることは認められるが、事業の成

果を明確に表す定量的な指標とは言い難い。 

○当該事業の成果を示す指標としては、より直接的に区内企

業による新製品・新技術の開発の活性化を測定できる指標、

例えば、荒川区新製品・新技術大賞の応募件数や、受賞製

品の受賞後の売上高等を指標とする等、現在の指標に加え

て複数の指標を設けることを検討すべきである。 

○事務事業の目的である「区内中小企業による新製品等の開

発気運の醸成を図ること」を測定する指標に関して、「荒川

区新製品・新技術大賞の応募件数」は、事業の効果を測定

し得る定量的な指標であると考えられるため、指標に追加

することとする。 

７ ファッションクリエイター向け創業支援施設運営費 

（１）ファッション関連産業の街としてのより一層のイメージ定着について（Ｐ．５０） 

○本施設は日暮里繊維街に位置し、繊維産業との協業を見据

えて、ファッション関連産業の創業支援を行う施設となっ

ている。 

○区では日暮里地域をファッション関連産業の街としてイメ

ージ定着が図られるよう様々な施策を講じており、本施設

もそのイメージ定着の一翼を担っているところである。 

○日暮里地域は繊維街としてのイメージはあるものの、ファ

ッション産業としてのイメージは未だ高くないと考えられ

る。 

○日暮里地域がファッション関連産業の街であることについ

て、イメージ定着をより一層図るべく、例えば、現在イデ

タチ東京に入居している事業者がファッション雑誌等のマ

スコミに度々紹介されていることをイデタチ東京のホーム

ページ以外の媒体を活用し区外に積極的にＰＲすること

や、日暮里・西日暮里地域には社交ダンスの衣装店が多い

ことからその特徴を活かした関連企画を展開する、日暮里

繊維街には海外の方が訪れることが多いため海外のファッ

ションをテーマにした企画を実施する等、様々な方法から

効果的と考えられる方策を実施し、より一層の積極的なＰ

Ｒを行っていくべきである。 

○イデタチ東京では全国から参加できるファッションビジネ

スに関するオンラインセミナーを年４回開催し、今年度は

平均１００名／回以上に申込いただいている。当セミナー

冒頭では、日暮里地域やイデタチ東京の紹介を行うなど全

国の視聴者に向けて日暮里地域の魅力を発信している。 

○今後も、イデタチ入居者がファッション雑誌等のマスコミ

に取り上げられること自体が大きなＰＲになるため、効果

的な支援に取り組んでいく。 

（２）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定について（Ｐ．５０） 

○区は事務事業の成果とする指標として、セミナー参加者数

を設定している。 

○セミナーの参加は、本施設や区の支援制度を知ってもらう

きっかけになると考えられることから、セミナー参加者数

を事務事業の成果とする指標として、参加者数を増やすこ

とは有効である。 

○当該事業の目的はファッション関連産業の創業支援である

ことから、当該施設の入居希望者数や、施設入居者のファ

○本事業の成果とする指標について、運営事業者とも協議し、

セミナー参加者数以外にも事業成果を効果的に測定できる

指標の設定を検討する。 
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ッション雑誌等での紹介件数、日暮里繊維街とのタイアッ

プ企画数等、複数の指標を事務事業の成果とする指標に設

定し、ファッション関連産業の創業に繋がっているかを把

握すべきである。 

８ 創業支援コワーキング事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定について（Ｐ．５１） 

○区は事務事業の成果とする指標として、年間延べ利用者数

と会員登録者数（累計）を設定している。 

○当該指標は当該事業の目的である創業の喚起に対して、間

接的には関連する指標であるが、直接的な関連性は見られ

ない。受託業者は当該事業の成果として２つの指標を増や

すことに重点を置き、事業を企画し運営すると考えられる

が、年間利用者数や会員登録者の増加がなされたとしても、

創業の喚起に結び付くとは限らない。 

○事務事業の成果とする指標として、現行の指標に加えて、

当該事業における会員登録者や相談者のうち区内で創業し

た者の人数等を設定することを検討すべきである。 

○また、会員登録者や利用者が他の事業における支援を積極

的に利用することにより、区内創業者の増加に繋がるよう、

より一層の広告活動を行っていくべきである。 

○運営事業者とも相談し、登録会員への定期的な状況把握が

可能かどうか検討する。 

○また、会員に対する他の創業支援施策の案内については、

現在も起業支援メニューパンフレットの配架や事業チラシ

の配付、集合型イベントにおける案内など利用者への周知

を行ってきたところであり、今後とも引き続き積極的に周

知広報に努めていく。 

（２）当該事業の積極的なＰＲと今後の事業展開について（Ｐ．５２） 

○区が株式会社ツクリエから提出を受けている報告書による

と、令和３年度の平均利用者数は１日当たり１．４名とな

っている。 

○また、ふらっとにっぽりは、日暮里駅及び三河島駅から徒

歩８分と利便性が高いとは言えず、ツムギバの開設は週３

回（月曜、水曜、金曜）の午前１０時から午後５時に限ら

れている。 

○さらに、当該スペースはあくまでも隣接する貸会議室の待

合利用に主に使用されているため、大規模集会開催時には

ツムギバは開設されない。 

○なお、隣接する３室の貸会議室について、年間いずれかの

部屋が利用された日数は１３３日となっており、一定の利

用がなされている（７月から９月までは新型コロナワクチ

○緊急事態宣言による半年間に及ぶ開設中止を考慮しても、

利用者数が多いとは言えない。また、ツムギバについても、

時間的、空間的な制約が多分にあることから、創業を目指

す社会人等が利用しやすい状況とは言い難い。 

○現状の業務委託契約は複数年契約であるため、まずは、よ

り一層のＰＲを積極的に行い、会員登録者や利用者の増加

を図っていくべきである。 

○その上で、会員登録者数や利用者数が伸び悩む場合には、

民間でもコワーキングスペース（オフィス）事業は広く行

われており、利便性が高く、利用者同士の交流を促すサー

ビスを定期的に提供している事業者も多くあるなかで、区

として当該事業をどのように展開していくべきかを検討す

べきである。 

○令和３年２月の開設から新型コロナウイルス感染症による

緊急事態宣言の発令やその後の利用制限、またワクチン接

種会場による長期休止など、開設から積極的なＰＲができ

ない状況であった。 

○令和５年３月からは利用者を増やすべく日暮里駅への大型

ポスターの掲出やＳＮＳでの発信回数の増加、対面型イベ

ントの定員の増加など積極的に利用者の増加を図ってお

り、令和５年２月は利用者数２．７名／日と開設以来最高

となった。 

○今後は、新型コロナウイルス感染症感染症の動向も注視し

ながら、本来の事業目的を達成することができるよう、積

極的なＰＲを行い、会員登録や利用者の増加に努める。 
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ン接種会場となっていたため、利用日数には含めていな

い）。 

○また、同様の事業を展開していくのであれば、当該事業の

目的である「潜在的な創業希望者層が気軽に立ち寄れ、自

由で活発な交流の中から新ビジネスのアイデアが生まれる

空間創出」となるよう、利便性が高く、常時開設しており、

活発に交流できる場所を提供すべきと考える。 

（３）固定資産管理について（Ｐ．５３） 

○ふらっとにっぽり内には、３階にツムギバと５階にイデタ

チ東京が設置されている。施設開設後間もないこともあり、

固定資産については開設以降、現物の確認を行っていない

とのことである。 

○今回の監査に際し、施設内の固定資産について固定資産明

細と照合したところ、一部の固定資産について、固定資産

番号が記載されたラベルが貼り付けられていない事象が見

受けられた。また、３階に設置されているはずの資産が５

階に移動されている事象もあった。 

○固定資産については、固定資産ごとにラベル等による管理

を行い、移動の際には記録を残し、一定期間ごとに現物実

査を行い確認すべきである。 

○一部で固定資産番号ラベルが剝がれてしまっていた備品が

あったため、貼り直した。 

○ふらっとにっぽり３階ツムギバから５階イデタチ東京に移

動させた備品については、物品異動の手続を行った。 

○今後は、定期的に備品の現物調査を実施する。 

９ クラウドファンディング活用支援事業 

（１）補助金支給対象事業のリターン（製品又はサービスの提供）実行の確認について（Ｐ．５４） 

○区は補助金の支給に当たり、事業者に対し、クラウドファ

ンディングを活用し資金の調達を完了した日から起算して

３か月以内に、荒川区クラウドファンディング活用支援事

業補助金交付申請書兼実績報告書及び次に掲げる書類の提

出を求めている。 

○区は、事業者から上記書類の提出を受け、新製品や新サー

ビスの開発によるものという要件に適合した事業について

承認し、実際に実施していることや手数料金額を確認して

いる。 

○しかし、区は、事業者が資金を集めた後に、資金提供者に

対しリターン、すなわち購入型であれば製品等の送付、寄

付型であれば支援対象プロジェクトを実行したかどうかを

示す資料の提出を求めていない。 

○区としては、当該事業は事業者がクラウドファンディング

サービスを利用した際の、当該サービス運営事業者に支払

う手数料の一部を補助するものであるため、クラウドファ

○リターンが実行されていないとすればクラウドファンディ

ングの利用について、そもそも問題がある。申請事業者が

実際にリターンの実行を行ったかを書面等で確認し補助金

を支給するか、補助金支給後に実際にリターンの実行が行

われたかを書面等で確認できない場合は、返還を求める等

の対応が必要であると考える。 

 

 

○これまで区は新製品開発や販路拡大のためにクラウドファ

ンディングを活用して資金調達を目指す事業者に対し、ス

ピーディーに支援するため、リターン実行の確認を補助金

支給要件としていなかった。 

○区として補助金を支給するにあたり、支援者に対しリター

ンを実行していないということがあれば、問題があるもの

と認識している。 

○補助金受給者からのリターン完了の報告については、今後、

他自治体の動向も参考にしながら、具体的な対応について

検討する。 
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ンディングサービスを利用したかどうかに力点を置いてい

るとのことである。 

（２）補助金支給後のフォローアップについて（Ｐ．５５） 

○区は補助要件に適合した申請に対し、クラウドファンディ

ングの実施及び手数料金額を確認した上で補助金を支給し

ている。 

○しかし、区は補助金支給後に事業者の製品・サービスがど

のように販売継続、拡大しているかを継続して調査してい

ない。 

○当該補助制度の有効性を高めるためにも、補助を行った事

業者に対し、一定期間経過後に製品・サービスの売上状況

等を確認することや、事業者からの営業状況の報告を補助

要件に加える等を検討すべきである。 

○また、他の補助金や高度特定分野専門家派遣事業の利用、

制度融資の紹介等、補助金の支給以降も事業者の継続的な

支援が可能となるよう整備していくことも検討すべきであ

る。 

○今後は、クラウドファンディングの活用がその後の売上拡

大に寄与しているか検証できるよう、クラウドファンディ

ング実施から一定期間経過後に製品・サービスの売上状況

等の確認を行うこととする。 

○そして、状況が芳しくない場合には、企業相談員や高度特

定分野専門家の派遣、制度融資や補助金の案内などのフォ

ローアップを行っていく。 

第五 施策３「企業経営革新の支援」 

１ 中小企業融資事業、中小企業融資原資預託 

（１）信用保証料補助後の返還の取扱いについて（Ｐ．６１） 

○現状、信用保証料補助後に繰上返済があった場合には、信

用保証料未使用額の返還を求めている。 

○一方、事業者の区外転出等の一定の場合には、当該返還の

対象外とする取扱いとなっている。この点について質問し

たところ、区外転出等があった場合、その後の繰上返済の

有無等を追跡できず、転出先によっては信用保証協会から

情報を入手することが困難とのことである。また、最初に

保証料が控除されて融資が継続している場合、按分計算に

よって返還額をいくらにすべきか決定することを含め、既

に区外事業者となった者に返還を求める事務の煩雑性とい

った事情があるとのことである。 

○返還を求める趣旨からすれば、結果的に当該取扱いから外

れることとなるため、その取扱いの公平性等の観点から、

区外転出等の一定の場合も当該返還を求めるようにするか

を検討されたい。 

 

○区外転出者等による繰上完済に伴う信用保証料の返還につ

いては、転出先管轄の保証協会支店にも資料の提供をして

いただけるよう、信用保証協会と協議を行っていき、返済

方法等の検討を行っていく。 

（２）信用保証料補助金支出に係る起案書添付書類（支出証憑）の添付誤りについて（Ｐ．６１） 

○信用保証料補助金の支出に係る起案書及び起案書に添付さ

れた支出証憑を閲覧する中で、起案書記載の支出合計額と

振込証跡の支出合計額が不一致であるものが存在した（令

和４年２月実績分）。具体的には、起案書記載の支出合計額

が２１，６６２千円であった一方で、振込証跡の支出合計

額が２０，８８７千円となっていた。 

○当該不一致について質問したところ、融資自体の誤りはな

○当該時期は、新型コロナウイルス対応により融資あっせん

申請件数が増加しており、繁忙期であったこと等から、誤

りが生じたと考えられるとのことである。支出自体の誤り

ではないことを踏まえても、起案及びその承認において、

当該不整合がある状態で行われていることは問題であり、

再発防止を図ることが必要であると考える。 

 

○データ記載の正確性について、確認の徹底を行い、再発防

止に努めていく。 
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く添付書類の誤りであり、振込証跡について前月分を添付

していたとのことであった。 

（３）法人登録印に係る法令等の改正対応について（Ｐ．６２） 

○現在、融資あっせん申請添付書類の中で、法人については、

登記所の法人登録印を要求している。 

○令和元年の商業登記法改正により、令和３年２月１５日か

ら、法人が登記の申請をオンラインで行う場合は、法人の

印鑑の提出が任意になったことから、登記所の法人登録印

がない企業が存在することが想定されることとなる。 

○押印の趣旨に照らし、代替的な措置を想定する等の対応が

必要となる可能性があり、関係機関と調整の上、検討され

たい。 

○法人の印鑑証明書は、現在、金融機関並びに信用保証協会

においても必要書類とされていることから、両機関との検

討を行っていきたい。 

（４）中小企業融資原資預託の実効性検証とあり方の検討について（Ｐ．６２） 

○令和３年度荒川区中小企業融資要綱第３条では、「区は、

取扱金融機関に対し融資の原資となる資金の一部を預託す

る。」と定めている。 

○預託制度は２３区中１４区が休止しており、こうした他区

の動向や財政状況を踏まえ、事業規模の見直しや休止の検

討を行ってきたが、関連団体からの意向も勘案し継続して

いるとのことである。 

○取扱金融機関に対し融資の呼び水として原資を預託し、こ

れをもって融資の実行率を上げるという趣旨を鑑みれば、

「融資の原資となる資金」としての使用実態や、当該預託

によって融資の実行率がどの程度上がったのかという成果

を明確化すべきと考える。また、他区における同預託制度

の休止状況等を踏まえると、上記預託制度の趣旨が現在に

おいても実務に合致していることが明らかでない状況とも

言えるため、事業の実施方針について検討すべきである。 

○預託金については、事業の成果や他区の動向等を踏まえ、

今後の在り方等を含めて取扱いを検討していく。 

 

（５）事務事業分析シート等における記載誤りについて（Ｐ．６３） 

○事務事業分析シート（令和４年度）の実績の推移に記載さ

れている令和２年度及び令和３年度の利子補給額、平成２

８年度、平成３０年度、令和元年度及び令和３年度の信用

保証料補助額、平成２８年度、平成３０年度、令和元年度、

令和２年度及び令和３年度の信用保証料補助件数、予算・

決算の内訳の令和３年度決算及び令和４年度予算が誤って

記載されていることが判明した。加えて、問題点・課題に

記載されている令和３年度の実行金額についても、記載誤

りが判明した。 

○令和３年度の利子補給額及び信用保証料補助額のうち経済

急変対応融資（新型コロナ対応）について、その一部は国

からの新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

を充当している。この新型コロナウイルス感染症対応地方

○事務事業分析シートは行政評価の一環として作成されるも

のであり、当該内容に誤りがある場合、適切な行政評価の

前提となるべき情報に誤りが含まれることとなるため問題

である。したがって、入力の正確性及び当該正確性の承認

をより徹底すべきである。 

○事業費や件数の変更があった場合には、その時点において、

公表しているデータの差し替えを行うべきであったと考え

る。また、事務事業分析シートと同様、情報の正確性及び

当該正確性の承認をより徹底すべきである。 

○信用保証料について、融資実行月の翌月に金融機関から融

資実行報告の提出を受け、当該報告のあった翌月に支出を

行っている。（融資実行月の翌々月支出） 

○３月に融資実行したものは、４月に金融機関から融資実行

報告を受け、その翌月である５月に支出を行うため、統計

処理において、融資実行した３月で処理したものと、実際

に支出した５月で処理するものが混在しており、相違が生

じてしまった。 

○その他の記載については、数値の入力ミスにより生じた誤

りである。 

○まずは、事務事業分析シートの修正を行うとともに、今後

は、会計年度ごとに統計処理するよう改め、データ記載の

正確性についても、確認の徹底を行い、再発防止を図る。 
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創生臨時交付金の使途等について、区のホームページで公

表している。公表されている「令和３年度新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧」の事業

概要（目的）及び効果において、「経済急変対応融資（新型

コロナウイルス感染症対応）は、令和３年度に１，５８７

件の融資が実行された」と記載されている。これについて

確認したところ、信用保証料延べ補助件数を記載してしま

っていたとのことであり、１，４６１件が正しいとのこと

である。 

○また、４．経済急変対応融資（信用保証料補助）の事業費

は３４１，３５４千円と記載されているが、区の出納閉鎖

期日（５月３１日）の直前に１件の戻入が発生し、そちら

については未反映の事業費となっていることから、反映後

の３４１，１６０千円が正しいとのことである。なお、同

様の事情により、信用保証料延べ補助件数についても、１，

５８６件が正しいとのことである。 

２ 企業経営・技術・情報等相談事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．６５） 

○当該事業は、巡回企業数を事務事業の成果とする指標とし

ており、その巡回対象となる区内の製造業事業所数は約１，

７００所あり、概ね３年間で全て一巡するサイクルを目安

にしているとのことである。 

○企業相談は、その後の具体的な企業支援の入り口となる前

捌き的な位置付けで、企業のニーズを拾うことを主眼とし

ていることから、巡回企業数以外の年度ごとの具体的な目

標は設定していないとのことである。 

○企業支援の端緒を掴むことが目的であるにしても、その後

の具体的な支援の実行性を高めるためには、年度の目標巡

回企業数（令和４年度見込み９００件、令和８年度目標１，

４００件※延べ数）だけでなく、その時々で重点とする業

種・業態、社会情勢に即した重点相談項目等の目標設定を

行うべきである。 

○また、成果指標についても単に巡回した企業数だけとする

のではなく、その後の新製品・新技術の開発、ＩＴ化や事

業承継等の具体的支援にどれだけ繋がったかを計数化し、

これについて目標と成果の比較を行うこと等が、事業の有

効性を高めることに役立つと考えられる。 

○目標（計画）に基づく予算を策定し、その課題を明らかに

して継続的に事業を実行、改善していく仕組みを構築する

ことが重要である。 

○事業者に身近な相談員として、傾聴を通して、事業者自身

も気づかない経営課題を発掘し、区の支援だけにとどまら

ず、都や国の支援につなげるなど、事業者にとって真に必

要と思われる支援を丁寧にコーディネートする事業であ

る。 

○成果の数字を求めるあまり性急に話を進め、ミスマッチが

起こることを避けるためにも、一概に具体的な目標設定が

できる事業ではないと考えており、単純な計数化による目

標増のみを目指すのではなく、今後も本質的なニーズ把握

に努め、丁寧に伴走支援を行っていく。 
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○そのためには、事業の有効性を測る適切なＫＰＩを設定し、

目標と成果の比較を行うことが必要である。特に、当該事

業は区における企業支援の起点となるような事業であり、

ここから他の企業支援事業へパスを出す重要なポジション

であると言えることから、目標設定や成果の測定をより多

面的に行うべきである。 

（２）常勤職員の積極的な関与について（Ｐ．６５） 

○企業の巡回相談は、会計年度任用職員である企業相談員が

行っている。企業相談員は会社を訪問した後、相談内容等

を企業訪問管理システムに入力し、その内容を常勤職員が

定期的にレビューしているとのことである。 

○常勤職員が巡回相談を行わない理由としては、常勤職員は

概ね３年から４年で人事異動があることや、スキルの問題

があることから、企業相談員に任せているとのことである。 

○しかし、スキルの問題については、巡回相談の目的が企業

支援のニーズ把握であることに鑑みれば、相談対応に高度

特定分野専門家派遣事業における高度特定分野専門家ほど

の専門性が求められる訳ではなく、また人事異動の問題に

ついても、企業訪問管理システムの更なる積極的な活用に

より、クリアできると考えられる。 

○したがって、区内中小企業とのより一層の信頼関係構築と

いった観点からは、常勤職員も企業へ赴く等、より積極的

な関与が望まれる。 

○国においても、中小企業支援には、表面上の課題を解決す

るための支援ツールの提供など、単なる「課題解決型」の

支援ではなく、事業者との対話と傾聴により、事業者自ら

の内発的な動機付けを行う「課題設定型」の伴走支援を推

奨しており、当区では、軌を一にして、従来、単純な御用

聞きではない伴走支援を展開している。 

○一方、実際の事業現場を知ることは、常勤職員にとっても

非常に重要であるため、現場感覚の涵養や事業者との信頼

関係構築の一助となるよう、既に実施しているモノづくり

センサス等における同行調査に加え、相談員に同行する機

会を増やすことなどを検討していく。 

（３）アドバイザー職の適切な勤怠管理について（Ｐ．６６） 

○会計年度任用職員である企業相談員の勤怠管理について

は、常勤職員と同様のタイムカードによる時間管理が行わ

れているが、アドバイザー職の勤怠管理については、出勤

簿により管理を行っている。アドバイザー職の出勤簿を閲

覧したところ、出勤簿には出退勤時間の記載がなく、出勤

日に本人の印鑑が押印されているのみであった。 

○出勤日に本人の印鑑が押印されているのみでは適切な勤怠

管理を行っているとは言えないため、今後、区全体として

同様の事例があれば、出勤簿に出退勤時間を記入させて、

勤怠管理を実施していくべきである。 

 

○退職した前企業相談員が、後任への支援ノウハウ等の引継

のため、時限的に在籍していたものである。いわゆるセミ

ナー講師等と同様の報償費対応のアドバイザーであり、勤

怠管理を行うべき職種ではないため、特段、出退勤時間の

記入を本人に求めることはなかった。 

（４）企業訪問管理システムの有効活用について（Ｐ．６６） 

○企業相談員は、企業訪問で聴取した相談内容等を企業訪問

管理システムに入力している。 

○また、当該システムには区内企業の情報が登録されており、

その内容は、会社概要、代表者の氏名・生年月日等のほか、

財務データ（資本金・売上高）、取引先情報、保有する技術

情報等、様々な情報がデータベース化されている。 

○対象となる区内の製造業事業所は約１，７００所あり、蓄

積された相談内容の量も相当であると思われるが、これら

について文章を読んで確認しただけでは、全体として「見

える化」ができず、データ活用の観点から不十分である。 

○企業ニーズや相談内容等をカテゴリー別に分類し、支援の

進捗状況等ステータスが判別できるようデータを加工し、

分析に役立てるべきである。そうすることで、検索が容易

○現状、企業相談員のレポートを逐次共有することにより、

必要な支援を適宜提供できているところではあるが、企業

訪問管理システムの更なる活用策については、費用対効果

を考慮の上、検討していく。 
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○企業相談員が日々入力している相談内容等を常勤職員が定

期的にレビューしているとのことであるが、現状において

は、この日々蓄積されているデータの分析が行われていな

い。 

になることや、相談内容の傾向が掴みやすくなる等、その

後の支援の実行可能性が高まると考える。 

○また、当該事業のほかに、新製品・新技術開発支援、ＩＴ

化支援、事業承継支援、販路開拓支援等の事業においても、

このデータベースを活用することが、支援の実行可能性に

繋がると思われるが、現状においては有効活用されていな

い。例えば、それぞれの支援事業において、ニーズ発掘のた

めのダイレクトメールを送付する際に当該企業情報を活用

する等、その有効な利用方法を更に検討するべきである。 

○データベースを様々な事業で活用することで、各支援事業

が有機的一体として機能することになり、その結果、全体

としての政策や施策の価値の向上に繋がると考える。 

○そもそも企業訪問管理システムは、企業訪問の情報を管理

するシステムとして導入しているものであり、情報検索を

行うためのシステムとして導入しているものではないとの

ことである。また、企業訪問管理システムはパッケージシ

ステムであるため、カスタマイズには費用がかかるとのこ

とである。したがって、費用対効果を考慮の上、検討された

い。 

３ 中小企業倒産防止共済等加入助成事業 

（１）当該事業の周知促進について（Ｐ．６８） 

○監査において提示を受けた独立行政法人中小企業基盤整備

機構の資料によると、令和３年度に新規加入した区内の中

小企業は、中小企業倒産防止共済制度が１５９件、小規模

企業共済制度が２３５件であった。 

○大半の企業が共済加入に当たり当該事業を利用していない

ものと思われる。上限額が高くないとともに、事業自体に

それほど複雑性はないため、周知不足にも要因があるので

はないかと考えられる。 

○区としては、下請構造が強く従業員数が少ない区内中小企

業の経営基盤を強化するために必要な事業であり、今後も

推進していく方針とのことである。区としても課題として

認識しているが、中小企業と日常的に接する機会のある税

理士、商工会議所、金融機関等の関連団体と連携し、当該

事業の一層の周知促進を図っていくべきと考える。 

○また、他の事業も含めた事業説明会や広報等を積極的に実

施すべきである。 

○他区で実施している例はほとんどなく、当区の特色ある事

業であるため、ホームページやメルマガ等で引き続き、情

報提供することに加え、金融機関や商工会議所等関係団体

とも連携し、一層広く事業の周知に努めていく。 
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４ 工場建替促進事業 

（１）当該事業のあり方について（Ｐ．６９） 

○上記補助金交付実績は過去３年間で１件のみと極めて少な

い状況である。 

○補助対象を「工場の建替えに際し、民間の賃貸工場を利用

する場合の家賃」に限定していることや、工場を全面的に

建替える場合には多額の費用が必要となるが、補助上限が

１２０万円である。 

○そもそも、事務所の改装のために一時的に他のスペースを

借りることはあるが、工場を全面的に建替えることは稀で

あり、ある程度大規模な設備更新を行う場合は、工場内の

別のスペースに仮設のラインを設け、設備の更新を行う方

法が一般的であると考える。なお、この場合については、

他の補助事業（令和３年度においては、荒川区製造業等経

営力向上支援事業）に支援メニューが存在する。 

○また、上限が１２０万円であるため、事業者にとっての動

機付けになっていないと思われることも、件数が少ない要

因と考えられる。 

○区としては、区内の製造業事業者数を減らさないための施

策として当該事業を行っているとのことであるが、工場を

全面的に建替える区内製造業事業者がどのくらいあるのか

を把握し、ニーズがある程度あるのであれば、そのニーズ

に応えられる補助対象経費の範囲及び上限金額等の見直し

を検討すべきと考える。 

○一方、ニーズがないのであれば、当該事業については他の

補助事業との統合等を検討するなど、区内の製造業事業者

数を減らさないためのより有効な施策を考えるべきであ

る。 

○住工混在の地域特性がある当区内において、工場の全面的

な建替えは頻繫にあるものではないが、新たな工場適地が

限られる当区内において、工場アパートの代替支援策とし

ても、他区にない特色のある支援事業であり、実績は少な

いが、実施すべき事業と考えている。今後、相談員による

巡回やモノづくりセンサスにおける調査等あらゆる機会を

生かして、一つでも多くのニーズの把握に努めていく。 

（２）家賃支払実績の確認方法について（Ｐ．６９） 

○区では、荒川区工場建替え家賃補助金交付額確定通知書の

交付に当たり、代替工場の家賃支払実績を確認する必要が

あり、賃貸借契約書上の月額とインターネットバンキング

の総合振込データとを照合し、支払実績を確認している。 

○この際、賃貸借契約書上の家賃月額と毎月の貸主への振込

額が異なっていた（振込額の方が多額）が、「この振込額の

一部が家賃相当額である。」旨のメモ書きがあったことか

ら、善意的に解釈し追加の資料の提出を求めていなかった。 

 

 

○様々な給付金詐欺が増えている昨今の社会状況を踏まえる

と、少なくとも１か月分は振込額の内訳を確認し、対応す

る請求書の提出を求める等の対応が必要ではないかと考え

る。 

 

○国等において、新型コロナ禍で起きた給付金の詐取等が発

生したこと等も踏まえ、事業者に負担のかからない方法で、

賃貸借契約書上の家賃月額と毎月の貸主への振込額が異な

る場合は、その内訳をしっかりと確認する等の対応を検討

していく。 
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５ あらかわ経営塾 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．７１） 

○当該事業は、経営革新計画新規承認企業数及びその他の事

業計画策定企業数を事務事業の成果とする指標としてお

り、受講者数を事業の実績としている。 

○これらの指標も事業成果の１つと言えるが、当該事業の目

的が企業の経営課題の把握と解決、その後の経営の発展に

向けた戦略的経営計画の策定及び実践を通じて、企業力向

上と経営の革新を図ることにある点からすれば、その成果

としては、受講企業のその後の発展状況を把握する必要が

ある。 

○しかし、現状においては、企業相談員等の巡回訪問により

個別に把握はしていると思われるが、課としての集計管理

や書面による分析を行っていないため、実績が事業目的に

見合ったものであるかの評価ができていない。事前に設定

した目標に対して成果がどうであったのかを測定しなけれ

ば、事業が効率的・効果的に実施されたのかを明らかにで

きず、次年度に取り組むべき課題の明確化や改善行動に繋

げることは難しい。 

○したがって、事業の有効性を判断するためには、まず、そ

の後の企業業績等の把握を行い、事例の積み重ねによる企

業状況のデータ化が必要である。その上で、蓄積したデー

タを基に予め事業目的に合致した一定の目標を設定し、目

標と実際の成果を比較するべきである。 

○毎年度、過去の修了企業も含め、短期集中個別指導への参

加を呼びかけるなど、可能な限りのフォローを通じて、経

営塾修了後の成長度合い等状況把握を行っている。また、

当初は経営革新計画認定企業数のみが指標だったが、受講

企業のニーズ変化に応じて、経営革新計画以外の計画認定

も支援対象にするなどカリキュラムや実施方法の改善につ

なげている。 

（２）受講者数や成果指標の増加施策について（Ｐ．７１） 

○新型コロナの影響もあると思われるが、受講者数が定員に

満たない状況が続いており、経営革新計画新規承認企業及

びその他の事業計画策定企業数は０～１社の状況が続いて

いる。 

○区内創業や第二創業、事業承継による社長交代が多くなる

と、あらかわ経営塾の受講者や計画策定企業が増加する可

能性があると考えられるが、区における事業所数の減少、

開業率の低迷、事業承継案件もまだ少ないこと等により、

あらかわ経営塾の受講対象となるような企業がそもそも増

えていないことが要因の一つになっているのではないかと

考える。 

○したがって、あらかわ経営塾の受講対象となるような企業

を増加させるべく、より一層創業や第二創業の支援、事業

承継支援等に重点を置いた施策を実施すべきである。 

○なお、現状は区内の中小企業経営者、経営幹部、後継予定

○あらかわ経営塾は、通常のオープンセミナーと異なり、講

師陣は経営内容にも深く入り込み、手厚い個別指導などハ

ンズオン支援を行うため、区外企業は支援対象に馴染まな

いと考えている。地域産業発展のため、区内企業の一層の

掘り起こしに努めていく。 
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者等を対象者としているが、このような事業を行っている

区はほとんどない。区のＰＲも兼ねて、多少の受講料を徴

収して区外の中小企業経営者、経営幹部、後継予定者等も

対象に加えることを検討することも一つではないかと考え

る。 

（３）塾の開催方法について（Ｐ．７２） 

○あらかわ経営塾の開催について、令和２、３年度はコロナ

禍のためオンライン方式、令和４年度は従来型の対面方式

で行っている。今後の開催方法を質問したところ、オンラ

イン方式については、撮影等の手間と機材調達の問題から

活用を考えておらず、また少人数の参加者でのグループ演

習や個別指導を織り込んだ内容でもあるため、対面方式で

開催する方針とのことである。 

 

○区の認識のとおり、対面方式でないと効果が期待できない

面もあると思われるが、参加者へのアンケート調査結果に

よれば、オンライン開催を希望する声があり、依然として

新型コロナウイルスの収束が見えない状況でもある。また、

昨今の社会情勢を踏まえても、塾やセミナーの開催方法は、

オンラインと対面の併用である場合が多い。 

○したがって、機材調達の問題等がクリアできるのであれば、

安定的に塾を開催し事業目的を達成するため、対面型のみ

でなくオンラインも活用した併用方式による開催が望まし

いと考える。 

○他企業の経営方針等多様な価値観に触れ、新たな視点から、

自社を省みる機会を得られるグループ演習は対面形式で行

い、個別指導については、受講企業の希望に応じ、オンラ

イン形式も可能にする。 

６ 日暮里経営セミナー事業 

（１）セミナーの実施方法について（Ｐ．７３） 

○令和２、３年度は新型コロナウイルス感染症の影響で、オ

ンラインでのセミナー開催となり、セミナー回数が平時の

４回から２回に減少したが、参加者数は増加している。ま

た、令和３年度のアンケート結果からも、回答者の３割強

がオンラインでの参加を希望しているが、令和４年度以降

は対面でのセミナー開催を予定している。 

 

 

○対面形式でのセミナーは、講師と参加者が直接コミュニケ

ーションを図れるメリットがある一方、場所や時間に制約

が生じるため、参加者を効率的に集客できない可能性があ

る。また、中小機構や周辺区と連携し広く事業の周知を行

うためにも、対面型セミナーとオンラインセミナーの同時

開催を企画するべきと考える。 

○これにより、デジタル環境が整っていない参加者は対面型

でセミナーに参加し、地理的・時間的に制約のある参加者

はオンラインでセミナーに参加することで、当該事業の目

的である区内外の中小企業等に有用なセミナーへの参加を

促進し、経営基盤の強化に繋げることができると考える。 

○ハイブリッド形式のセミナーは、機材の準備等が必要とな

る課題はあるが、現在世間一般に行われているセミナーは

ハイブリッド形式の開催が多くなっている。当該事業に関

わらず、区内外の多くの方に参加してほしいセミナーにつ

○グループワークを含むテーマの場合は、対面形式で実施し、

通常の座学がメインの場合は、オンライン形式で実施する

など、開催テーマの特色に応じ、共催機関である中小機構

と相談しながら、創意工夫して開催していく。 
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いては、できる限りハイブリッド形式の開催が望ましいと

考える。 

７ 高度特定分野専門家派遣事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．７５） 

○専門家を派遣し支援を行うことで、企業が抱える問題を解

決することを当該事業の目的としているが、事業の成果と

する指標が派遣実施時間のみとなっており、区は派遣先企

業が専門家派遣に満足したかどうかまでは把握していな

い。 

○各企業が抱える問題はそれぞれ異なるが、派遣実施時間に

加えて、派遣先企業の満足度等の成果指標も併せて設定し、

当該事業の目的が達成されているかを検証すべきである。 

○また、区内の幅広い中小企業に利用してもらい、専門家利

用の必要性が高い場合には専門家と企業が直接契約しても

らうことも目的の一つと考えられるため、新規利用者数を

成果指標の一つに設定し、当該事業が幅広く利用されてい

るかを検証することも考えられる。 

○成果指標を明確化し、成果指標が目標に達していないので

あれば、当該事業の内容を見直し、成果指標が目標に達す

るようにＰＤＣＡサイクルを回すべきである。 

○令和５年度から専門家派遣支援が完了した派遣先企業に対

し、事後アンケート調査を実施する予定である。 

○調査結果を基にして、課題解決度合いを測る指標や新規利

用数等を成果指標に加え、成果検証が行えるようにする。 

（２）各相談員等との情報共有や専門家派遣後のフォロー体制の整備について（Ｐ．７５） 

○専門家派遣を希望した企業については、案件ごとにエクセ

ルシートで管理しているとのことである。 

○区内中小企業が抱える課題のうち、企業相談員、ＭＡＣＣ

コーディネータ、創業支援相談員等が単独で対応困難な専

門領域をカバーすることが高度特定分野専門家派遣事業の

目的のため、他の相談員や経営支援課の職員と企業ごとの

情報が適時適切に共有できていなければ、効率的・効果的

な事業の実施は難しいと言える。 

○そのため、各相談員等との情報共有や専門家派遣後のフォ

ロー体制について、運用方法を整備すべきである。具体的

には、企業訪問管理システムに相談内容を入力し、進捗状

況を把握できれば、各相談員で適時適切に情報が共有され、

利用者にきめ細やかなサービス提供が可能になると考え

る。 

 

 

 

 

 

○事務負担等を考慮し、現在は、企業ごとにフォルダを作成

しそこに時系列で専門家からの報告書を格納することで各

相談員との情報共有が図っているが、企業訪問管理システ

ムの活用も含め、より良い情報管理の方法について検討し

ていく。 
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８ 経営革新等支援事業 

（１）事業の周知促進と制度内容の定期的見直しについて（Ｐ．７７） 

○当該事業は、区内中小企業の新製品・新技術開発や新分野

進出、産業財産権保護による経営戦略を支援する事業であ

り、区内中小企業の競争力強化のためには必要不可欠なた

め、今後も重点的に推進していく方針とのことである。ま

た、時代の状況や企業のニーズに対応した補助制度にする

必要があり、制度内容の見直しを絶えず検討するとのこと

である。 

○当該事業については、リピート利用する中小企業がある一

方、毎年新たに利用する中小企業が一定数あり、企業相談

員等を通じて制度のＰＲを継続的に行っているとのことで

ある。 

○区も課題として認識しているとおり、より多くの企業が支

援を受けられるように、当該事業の一層の周知が必要であ

ると考える。 

○また、当該事業は時代の状況や企業のニーズに対応して、

適時適切に制度内容をブラシュアップしていく必要がある

ため、区の認識どおり毎年見直しを行うことが重要である。 

○事業の周知に一層注力するとともに、経済社会情勢に応じ

て、補助メニューの見直しを行うなど、区内企業の競争力

強化等に資するよう、継続的にブラッシュアップに努めて

いく。 

（２）新製品・新技術開発補助における人件費の補助対象経費としての取扱いについて（Ｐ．７７） 

○新製品・新技術開発補助について、外注費は補助対象経費

として認めている一方、社内人件費については、補助対象

経費として認めていない。 

○社内人件費を補助対象経費として認めていない理由につい

て質問したところ、想定する中小企業の場合、役員・従業

員が新製品・新技術開発に特化して行うケースは稀であり、

研究開発に対して社内人件費はほとんどかからないと考え

ているためとのことであった。 

 

○中にはシステム開発会社におけるシステム開発といった案

件もあり、システム開発の場合、かかる費用の多くは人件

費であると考える。 

○従来の製造業であれば、役員・従業員が新製品・新技術開

発に特化して行うケースは稀であり、研究開発に対して社

内人件費はほとんどかからないという想定も十分考えられ

る。しかし、システム開発会社も新製品・新技術開発補助

の対象となっていることや、中小企業の研究開発投資につ

いての必要性・重要性が言われている状況を鑑みれば、社

外人件費の外注費を補助対象経費として認めている一方、

社内人件費を補助対象経費として認めないとするのは、整

合性がなくなってきているのではないかと考える。 

○したがって、社内人件費についても一定程度の上限額を設

定し、実際に時間を要したことを立証できる書類の提出等

により、補助対象経費として認める余地もあるのではない

かと考える。今後の課題として検討することが望まれる。 

 

 

 

○社内人件費を補助対象とした場合、適正な時間算出に当た

り、事後の立証が可能かという課題があると認識しており、

補助対象とするかについては、今後の課題として検討を行

っていく。 
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（３）新製品・新技術開発補助における関係会社等への業務委託の取扱いについて（Ｐ．７８） 

○当該事業の補助金申請・交付関係書類をサンプルで確認し

たところ、補助金交付申請会社の代表者が役員をしている

会社への外注費が補助対象経費に含められている案件があ

った。 

 

○申請会社の子会社等の関係会社や申請会社の役員が役員を

兼務している会社に対する外注費については、お手盛りに

より金額が過大となるリスクがあるため、金額や実際に行

われた業務について、より慎重に確認することが必要であ

る。当該取扱いを明確にしておくことが望まれる。 

○交付申請時に、申請企業へのヒアリングを行い、資金還流

等がないことを確認しているが、今後も引き続き、交付申

請時に、真に区内企業の成長・発展につながる事業計画が

立てられているかを見極め、適切な執行管理を行っていく。 

 

９ 企業情報化支援事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．７９） 

○当該事業の成果とする指標及び事業実績は、セミナー件数、

セミナー参加者数、ＰＲ動画制作補助件数となっている。 

○これらの指標も事業成果の１つと言えるが、当該事業の目

的が区内事業所の情報化への取組を支援し、産業活動の活

性化を図る点にあることからすれば、現状把握している成

果指標だけでは、目的達成の評価の観点から不十分である

と考える。 

○企業情報化支援の有効性を高めるためには、単にセミナー

件数や参加者数だけを成果指標とするのではなく、その後

のセミナー参加企業におけるＩＣＴの活用状況の把握を行

い、実際の活用事例等を計数化し、これについて目標と成

果の比較を行うこと等が必要と考えられる。 

○事業目的に見合った目標がなければ、当年度における事業

の進捗状況の確認ができない。また、事前に設定した目標

に対して成果がどうであったのかを測定しなければ、事業

が効率的・効果的に実施されたのかを明らかにできず、次

年度に取り組むべき課題の明確化や改善行動に繋げること

は難しい。 

○したがって、目標（計画）に基づく予算を策定し、その課

題を明らかにして継続的に事業を実行、改善していく仕組

みを構築することが重要である。そのためには、事業の有

効性を測る適切なＫＰＩを設定し、目標と成果の比較を行

うべきである。 

 

 

 

 

○本事業の目的は、区内事業者それぞれの企業規模や状況に

合わせて最適なシステムの実装やツールの導入を推進させ

ることであることから、当該指標を設定している。 

○また、ＩＣＴ活用セミナーについては、毎回テーマや対象

とするレベルを変え開催しており、参加者のＩＣＴ化フェ

ーズも様々であるため、セミナー実施後のアンケートにお

いてセミナー満足度を把握し、それをもって事業の見直し

を図っており、活用事例等の計数化については方法を検討

する。 
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（２）ＰＲ動画制作補助事業の利用者数向上のための取組について（Ｐ．８０） 

○ＰＲ動画制作補助事業については、毎年度１０件分の予算

計上を行っているが、直近３年度における交付実績件数は

３～６件であり、申請が少ない状況が続いている。 

○インターネットによる情報収集が主流となった昨今におい

ては、事業者もＰＲ動画を用いた営業活動は非常に有効で

あると認識していると考えられるが、そのように考えてい

ても、実行に移せていない事業者が区内に多数存在するの

ではないかと思われる。 

○また、実行に移せていない理由としては、ＰＲ動画をＷＥ

Ｂ上で公開するまでの手順に関する情報の不足があるので

はないかと思われることから、動画公開までの手順に重点

を置いた支援を行ってみてはどうかと考える。 

○補助金交付実績は令和３年度６件、４年度実績は１２件と

増加傾向にあり、区内企業に対するＰＲ動画の公開手順に

関する支援については、ＭＡＣＣコーディネータや企業相

談員が対応できる体制を整えているところではあるが、当

該補助事業をより多くの事業者に活用していただくための

方策を、御意見を踏まえ検討する。 

（３）ＰＲ動画制作補助金交付に係る支出証明書類の確認について（Ｐ．８０） 

○区では、ＰＲ動画制作に係る補助金の交付に当たり、荒川

区経営革新等支援事業補助金実績報告書とその添付書類と

して、動画制作実績書、動画制作収支決算書、ＰＲ動画が

公開されている画面をプリントアウトしたもの、支出を証

明する書類（領収書の写し等）を求めている。 

○補助金実績明細からサンプルを抽出し、補助金実績報告書

及び添付書類について確認を行ったところ、区は支出を証

明する書類として、請求書の写しとファームバンキングか

ら出力された振込明細を入手し、支出の事実の確認を行っ

ていた。 

○ただし、入手しているファームバンキングの振込明細は、

ステータスが「作成中」となっており、事業者が金融機関

へ振込を依頼した時点のものであった。 

○振込が確定した後のファームバンキングの振込明細を入手

し、支出の事実を確認すべきである。 

○支出の事実について適切に確認はしているが、「作成中」

という振込予約の状態の画面コピーを受領していた。指摘

を受けて以降、ネットバンクでの振込確認において振込が

確定した後の明細を入手するよう徹底している。 

１０ 荒川マイスター表彰事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．８１） 

○当該事業の成果とする指標をメディア出演回数としてお

り、事業の実績として被表彰者数を設定している。しかし、

成果指標としているメディア出演回数については、媒体ご

との回数の把握ができていない。また、被表彰者数は、平

成２７年度から毎年１名又は２名であり、認定基準を緩和

しているにも関わらず、令和３年度は０名であった。 

○区は技術展への出展や見学会・体験会への参加等を荒川マ

○これらの指標も事業成果の１つとは言えるが、当該事業の

目的がマイスターを表彰し区の産業を支える技術・技能の

継承並びに後継者育成を図ることにある点からすると、現

状把握している成果の指標のみでは、目的適合性の観点か

らその合理性に疑問がある。 

○マイスターを発掘し表彰すること自体が事業目的ではな

く、技術・技能の継承、後継者育成を図ることが目的であ

○技能の価値や継承の必要性の機運醸成を通じた後進の育成

のため、技能を広くＰＲできる展示会や体験会の実施回数

等を指標とすることを検討する。 

○また、これまでも、社会情勢の変化に合わせ、マイスター

としての卓越した一定の技術水準を確保しながら、認定要

件の拡大等の見直しを行ってきているが、新たな技能者の

発掘に資するよう認定要件の不断の見直しに努める。 
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イスターに依頼しており、区からの依頼についてはその実

績を把握しているものの、荒川マイスターが自主的に行っ

ている活動状況については現状把握していない。 

○なお、被表彰者数が年々減少していることや、荒川マイス

ターの累計人数は令和３年度末現在８０名であるが、この

うち現役で活動しているのは３４名である。 

 

 

る以上、表彰後の技術展や見学会・体験会の開催といった

活動が目的達成のためには重要であり、高い技術と卓越し

た技能を残すための活動成果を図る指標としては、これら

の実施回数等が考えられる。 

○事業目的に見合った目標がなければ、当年度における事業

の進捗状況の確認ができない。また、事前に設定した目標

に対して成果がどうであったのかを測定しなければ、事業

が効率的・効果的に実施されたのかを明らかにできず、次

年度に取り組むべき課題の明確化や改善行動に繋げること

は難しい。 

○目標（計画）に基づく予算を策定し、その課題を明らかに

して継続的に事業を実行、改善していく仕組みを構築する

ことが重要である。そのためには、事業の有効性を測る適

切なＫＰＩを設定し、目標と成果の比較を行うべきである。 

○被表彰者数が減少していることなどを踏まえると、事業の

方向性を検討する時期が来ているものと思われる。表彰と

いう形で高い技術と卓越した技能を称えることも一つであ

るが、後述の「（３）荒川マイスター及び伝統工芸職人への

支援について」に記載のような別の支援の形で、区の産業

を支える技術・技能の継承並びに後継者育成を図ることも

可能と考える。また、荒川マイスターの対象範囲を広げ、

より広く表彰を行う方法もあると考える。 

○区の産業を支える技術・技能の継承並びに後継者育成を図

るという当初の目的が、どのような手段であれば、より効

率的かつ効果的に達成できるかを検討する必要があると考

える。 

（２）Ｊ・荒川マイスター倶楽部との協力・連携について（Ｐ．８２） 

○平成７年度に、荒川マイスター被表彰者で構成された任意

団体のＪ・荒川マイスター倶楽部（以下「マイスター俱楽

部」という。）が結成された。当該団体の活動状況は、定期

会を年２回開催しており、この会合の後の懇親会には区の

担当者も出席している。 

○当該事業の目的となる活動が、区の中で部門横断的に実施

されていることから、その実績の評価のためには区の中で

の横の連携が必要となる。 

○マイスター俱楽部は、区とは別の任意団体であることから、

経営支援課がその活動状況を特段把握していないことにつ

いて、一定の理解はできる。しかし、そもそもの団体の成

○年次で開催される総会に、正式ではないが、区はオブザー

バー参加しており、活動報告や決算、活動予定や予算につ

いて把握している。また、区主催事業への参加要請は、所

管である経営支援課が仲立ちしており、今後も引き続き、

俱楽部との連携関係を維持していく。 
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○また、区としてはマイスター俱楽部の会長と年５～６回の

頻度で情報交換を行っているほか、区が主催する展示会等

にマイスター俱楽部への参加を依頼している。なお、経営

支援課としてはマイスター倶楽部の運営に関与していない

ことから、団体の年間の活動状況について特に把握してい

ない。 

○区の催事におけるマイスター俱楽部への参加要請は、それ

ぞれの所管課により行われていることから、経営支援課に

おいてその活動状況を一元的に把握していない。そのため、

上述の成果の指標となり得るイベント実施回数等のデータ

も取れていない。 

り立ちは荒川マイスター表彰事業から派生したものであ

り、区の事業目的である技術・技能の継承及び後継者育成

の一役を担う存在であると言えることから、今後もマイス

ター俱楽部との一層の協力体制を築き、団体の活動方針や

その実施状況の把握等を行い、連携を深めるべきである。 

（３）荒川マイスター及び伝統工芸職人への支援について（Ｐ．８３） 

○区では、荒川マイスターとして表彰された職人と荒川区伝

統工芸技術保存会会員及び荒川区登録無形文化財（工芸技

術）や荒川区指定無形文化財（工芸技術）の保持者に認定

された伝統工芸職人を区分けしており、前者は産業経済部

経営支援課が、後者は地域文化スポーツ部生涯学習課が担

当しているとのことである。 

 

 

○伝統工芸職人も永く同一職業に従事し、高い技術と卓越し

た技能を有している方であり、荒川マイスターのブランド

を向上させる上で、あまり線引きすることなく扱った方が

よいのではないかと考える。 

○いずれにおいても、本人の同意が得られるのであれば、後

世に残したい技術かつ区を代表する製品として、あらゆる

場面で技術・製品を紹介することが重要である。具体的に

は、高い技術・製品づくり等を映像に残し、学校での教材

利用や、区施設等で映像放映、ＹｏｕＴｕｂｅでの映像公

開等、ソーシャルネットワークを活用し、荒川マイスター

及び伝統工芸職人のブランドを向上させていくことが考え

られる。その際、日本語だけでなく、英語や中国語等でも

映像制作することを検討されたい。 

○既に区では、「モノづくり見学・体験スポットガイド」や「荒

川の匠育成事業（伝統工芸技術の継承者育成）」で上述のよ

うな事業を展開しているとのことであるが、より積極的に

ＰＲを行っていくことが望まれる。 

 

 

 

 

○主に、明治以降の近代産業に携わる職人をマイスター、そ

れ以前を伝統工芸職人として、産業の成り立ちに応じた支

援を効率的に展開できるよう、所管を分けている。 

○マイスター、伝統工芸ともに「荒川ブランド」として、観

光振興課が冊子等を制作し、各種イベント等でＰＲしてい

る他、両者とも認定時にＰＲ動画や記念動画を制作して、

イベント会場等で放映している。製品づくりを体験できる

モノづくりスポット事業等とも併せ、見る、作るなど五感

を通じて、引き続き、既に行っている区公式ＹｏｕＴｕｂ

ｅでの配信等も活用して、積極的にＰＲを行っていく。 
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１１ 次世代へのバトンタッチ（事業承継・終了）支援事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．８５） 

○当該事業の成果とする指標は、セミナー受講者数、セミナ

ー受講者満足度、訪問相談件数としている。 

○事業承継等に関する経営者への啓発という点では、これら

の指標も事業成果の１つと言えるが、事業の目的が円滑な

事業承継又は事業の終了を迎えられるように支援すること

である点からすると、現状把握している成果指標のみでは、

目的達成の評価の観点から不十分であると考える。 

○特に、令和元年度からは訪問相談の実施や連絡協議会の設

立等、より踏み込んだ支援を行っていることからも、当該

事業の実行性を高めるためには、その後の企業における事

業承継等の状況の把握を行い、実際の承継・終了事例を計

数化し、これについて目標と成果の比較を行うこと等が事

業の有効性を高めることに役立つと考えられる。 

○しかし、現状では、円滑な事業承継には時間を要するため、

当該事業で支援を行った企業のうち令和３年度までの３年

間で事業承継ができた案件は２件とのことである。 

○事業目的に見合った目標がなければ、当年度における事業

の進捗状況の確認ができない。また、事前に設定した目標

に対して成果がどうであったのかを測定しなければ、事業

が効率的・効果的に実施されたのかを明らかにできず、次

年度に取り組むべき課題の明確化や改善行動に繋げること

は難しい。 

○目標（計画）に基づく予算を策定し、その課題を明らかに

して継続的に事業を実行、改善していく仕組みを構築する

ことが重要である。そのためには、事業の有効性を測る適

切なＫＰＩを設定し、目標と成果の比較を行うべきである。 

○金銭的課題、心情的課題等解決すべき課題が複雑に絡み合

う事業承継は、長い場合には１０年はかかると言われてい

る。しかし、ご指摘を踏まえ、成果の把握について更に検

討していく。 

○相談員による地道な訪問活動やセミナー開催等を通して、

支援策の周知を行い、ニーズの掘り起こしに努めていく。 

（２）強力な事業の推進について（Ｐ．８５） 

○事業承継問題は、平成２９年度に実施した「荒川区モノづ

くりセンサス」の調査結果からも明らかなとおり、喫緊の

極めて重要な経営課題である。区では以前から事業承継事

業を行っているが、平成２９年度に実施した「荒川区モノ

づくりセンサス」の調査結果を踏まえ、令和元年度から当

該事業を強化したところである。 

○訪問相談件数は、企業相談員等の区内中小企業に対する周

知活動や、連絡協議会に参加する関係団体の協力等により、

少しずつ増加しているが、事業の目的である「円滑な事業

承継・終了」が迎えられるように、また区内事業所数の減

少を少しでも食い止めるべく、より強力な事業の推進が必

要不可欠である。 

○従来の訪問相談、啓発セミナー、連絡協議会での情報交換・

共有に加え、令和４年度から新たに、後継者塾の開催及び

事業承継を契機とする設備投資への補助金を創設するな

ど、意識啓発から金融支援まで総合的・重層的な支援体制

を構築しており、今後も引き続き強力に推進していく。 
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○そのためには、連絡協議会メンバーや課内の頻繁な情報交

換、訪問相談件数の更なる増加、当該事業で関わった企業

への継続的なフォローアップ等、委託業者だけでなく区や

関係団体が一体となって支援を行うことが強く望まれる。 

１２ 生産性向上指導員派遣事業 

（１）行政評価における事務事業の成果とする指標の設定、ＰＤＣＡの運用について（Ｐ．８７） 

○当該事業は、専門指導員を派遣し支援を行うことで生産性

向上を図ることを目的としているが、事業の成果とする指

標が指導員派遣企業数となっており、事業の成果が具体的

に何であったのか測定できていない。 

○そもそも、生産性向上とは具体的にどのような改善活動に

繋がるのか、事業年度ごとにもう少し具体的な目標設定を

行わなければ、対象となる参加企業の募集や、目標に対し

ての企業の成果や進捗を把握することは困難である。 

○したがって、適切な目標設定及びそれに対応したＫＰＩを

設定することで、事業の実効性ある運用を確保すべきであ

る。 

○製造現場における現場カイゼンや生産性の向上について数

値として指標化することは、測定方法等も含め難しい面も

あり、セミナーの参加者数や指導員の派遣企業数を事業成

果としてきたところである。 

○そうした中、区の企業相談員やＭＡＣＣコーディネータの

サポートや他の施策でも生産性向上に関する支援を行うこ

とは可能であることから令和３年度をもって事業完了とし

たところである。 

○引き続き、行政評価の仕組みのなかで適切に事業の見直し

や事業完了の見極めについてしっかり取り組んでいく。 

（２）事業終了の判断について（Ｐ．８７） 

○当該事業は、企業の現場改善による生産性向上の推進を後

押しすることを目的に、平成２７年度から実施していたが、

実態としては指導員派遣を希望する企業が少なく、企業相

談員等からの要請で参加している状況が続いていた。 

○生産性を向上させるための具体的な目標を、企業のニーズ

を理解した上で設定すべきであり目的が形骸化していない

かどうか、目的と目標が乖離していないかを事業年度ごと

に省みるべきであったと考える。 

○その点で、もう少し早い段階で事業完了とした方がよかっ

たのではないかと考える。今後の事務事業の計画段階で、

適切な目標設定及びそれに対応したＫＰＩの設定を行って

いくべきである。 

○製造現場における現場カイゼンや生産性の向上について数

値として指標化することは困難であり、セミナーの参加者

数や指導員の派遣企業数を事業成果としてきたところであ

る。 

○そうした中、区の企業相談員やＭＡＣＣコーディネータの

サポートや他の施策でも生産性向上に関する支援を行うこ

とは可能であることから令和３年度をもって事業完了とし

たところである。 

○引き続き、行政評価の仕組みのなかで適切に事業の見直し

や事業完了の見極めについてしっかり取り組んでいく。 

１３ 荒川区製造業等経営力向上支援事業 

（１）補助金交付後の対応について（Ｐ．８９） 

○区では、補助金を交付した事業者に対して、補助事業企業

化状況報告書の提出を交付後５年間求めている。当該報告

書については、補助金で購入した資産の処分が行われたか

否かに重点を置いた内容となっている。 

○補助金交付要綱では補助金を交付した事業者に対し、取得

財産の処分等の実施前に区へ申請するよう求めているが、

申請を失念する事業者がいる可能性があることから、東京

都からの助成があった事業者のみならず、補助金交付を受

○企業化状況報告書は、その名のとおり、導入した設備が生

んだ収益の有無を把握する目的ものであり、収益発生が期

待される比較的高額な設備を導入した事例を対象としてい

る。また、当該調査の対象か否かにかかわらず、全ての案
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○なお、報告書の提出は、東京都からの助成があった事業者

のみを対象としており、補助金交付を受けた事業者全体を

対象としていない。 

○また、報告書の提出がなかった事業者については、電話等

により口頭で確認を行っているとのことである。 

けた事業者全体を対象に報告書の提出を求めるべきと考え

る。 

○なお、補助金交付を受けた事業者全体を対象とすると、件

数が大幅に増加することが懸念されるため、東京都からの

助成のない事業者に対しては２～３年に一度報告を求める

等、費用対効果を考慮の上検討されたい。 

○交付金の返金が発生する可能性があるため、必ず書面で提

出を求める必要があると考える。 

件で、補助金を受けて導入したことを明示するシールを設

備に貼付することとしており、過失による設備の処分等を

防止する措置をとっている。 

○なお、口頭による確認のケースについては、訪問等による

複数回の督促にもかかわらず、提出に同意いただけなかっ

た稀なケースであり、あくまで、全て書面での報告を求め

ているものである。引き続き、書面での報告を必ず求める

こととする。 

（２）ＩＣＴ導入補助の補助対象経費の下限額について（Ｐ．８９） 

○ＩＣＴ導入補助の補助対象経費の下限額は５万円となって

いる。中小企業者が専門家（中小企業診断士等）と接する

機会を増やすため、またＩＣＴを積極的に導入してほしい

ために、下限額を下げているとのことである。 

○業務効率化又は販路拡大に繋げるために必要なシステムと

なると総務システムや会計システム等も含まれ、５万円が

下限額となると非常に多くのものが補助対象となってしま

う点で適切ではないと考える。 

○したがって、もう少し適切な水準に下限額を引き上げるべ

きと考える。 

○令和５年度から、国のＩＴ導入補助金の補助下限額が従前

の３０万円から５万円に引き下げられた例を見てみても、

少額の投資も補助対象として、遍くデジタル化を推進する

ことが我が国にとって喫緊の課題となっていることの証左

である。 

○とりわけ、デジタル化が進んでいない小規模事業者が多い

当区において、現時点においては当補助金の補助対象経費

の下限額は適切な水準であると考えているが、今後も国の

動向や企業の状況等を鑑みて、適切な水準となるよう対応

していく。 

１４ 販路開拓支援事業 

（１）機械要素技術展への出展のあり方について（Ｐ．９２） 

○区は平成２８年度より機械要素技術展の団体出展を開始し

ており、共同出展社数は平成２８年度８社、平成２９年度

１２社、平成３０年度１１社、令和元年度５社であった。 

○なお、令和２、３年度はコロナ禍により出展を見送ってい

る。 

 

 

○基本的に、展示会に参加したことのない区内中小企業が見

本市等の出展に慣れてもらうことや、ノウハウを学んでも

らうために事業を実施しており、その後は経営革新等支援

事業の見本市等出展補助を利用し単独で出展してもらうこ

とが一つの目標であるとのことである。 

○そのような目的のもと事業を実施しているのであれば、見

本市に出展するような区内中小企業の製造業者は数が限ら

れていることから、展示会に参加したことのない中小企業

を中心に出展の呼びかけを行い、出展が一巡したところで

事業の方向性について今一度検討するといった対応も必要

だと考える。 

○一方で、販路開拓支援事業としては団体出展の役割を終え

○令和５年度の共同出展企業は、６社中５社が荒川区ブース

に初出展であり、新規企業の共同出展は十分有り得るため、

今後も新規企業の動向を踏まえ事業の継続について検討し

ていく。 



 

現状 監査意見 意見に対する対応内容 
 

37 

るものの、「モノづくりのまち あらかわ」のブランド価値

向上や荒川新製品・新技術大賞の受賞企業等のＰＲのため

に、機械要素技術展に区として出展を続けるということも

考えられる。 

○出展する目的や求める成果・効果に沿って、事業を推進し

ていくべきと考える。 

（２）出展企業のその後の状況調査について（Ｐ．９２） 

○機械要素技術展に出展した企業のその後の成約等の状況調

査について、出展直後に毎回調査を行っており、平成２８

年度だけは出展直後に加え、３か月後も調査を行ったとの

ことである。 

○機械要素技術展の出展効果を確認するため、出展の３～６

か月後くらいに成約等の状況調査を行うことは有効である

と考える。 

○区としても令和４年度においては、出展直後に加え３か月

後に調査を実施したとのことであり、今後も継続的に実施

することで、成約の有無等の状況の違いを分析し、その後

の出展に生かすべきである。 

○今後も３か月後の追跡調査を行い、その後の事業に生かし

ていく。 

（３）販路開拓セミナーのテーマ選定及び実施方法等について（Ｐ．９３） 

○当該事業では、機械要素技術展への共同出展、ブランディ

ング戦略のほか、区内企業の販路開拓を支援するため、販

路開拓セミナーを毎年実施している。令和３年度は３回開

催された。新型コロナウイルス感染症の影響もあると思わ

れるが、参加者数について、令和元年度は年間８５名であ

ったところ、令和２年度は３７名、令和３年度は４０名と

減少している。 

○また、販路開拓セミナーに参加し販路開拓を行う意欲のあ

る区内中小企業が、高度特定分野専門家派遣事業を利用し

販路開拓コーディネータに相談する流れを作ることを一つ

の目的として、販路開拓セミナーを毎年開催しているが、

販路開拓コーディネータの利用が年間１～２件に留まって

おり、当初の目的が達成できていない。 

○当初の目的が達成できるようなテーマの選定や実施方法を

検討することが課題となっているが、令和４年１０月に開

催した販路開拓セミナーは参加できる企業を１０社に限定

しワークショップ型で開催しており、今後も毎年１回はワ

ークショップ型のセミナーを行っていきたいとのことであ

○当該事業の目的が区内中小企業の販路開拓をＢｔｏＢ及び

ＢｔｏＣの両面から支援し、区内産業の更なる活性化に繋

げることであるため、区内中小企業がどのような内容の販

路開拓を行いたいかニーズを適時的確に把握し、専門家の

意見も伺った上で、有効かつ効率的なセミナーを実施すべ

きである。 

○そして、セミナーを受けた区内中小企業が販路開拓を実践

し、最終的に企業の売上・利益の増加に繋がっていくよう

な支援メニューに適宜見直していくべきである。 

○販路開拓コーディネータの利用件数の伸び悩みに関して

は、令和４年度に実施したワークショップ型のセミナーに

より、販路開拓コーディネータの利用に繋がったため、今

後もワークショップ型のセミナーを継続し、利用件数の増

加に努めていく。 

○ニーズに合ったセミナーテーマに関しては、今後も販路開

拓セミナー受講者のアンケート、日頃、区内中小企業と接

している企業相談員等からの聞き取りにより、ニーズを的

確に把握するように努める。 
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る。 

（４）委員会における業者の選定、契約金額の決定手続について（Ｐ．９３） 

○ブランディング推進委員会は、荒川区工業団体連合会会長

を委員長、東京商工会議所荒川支部会長を副委員長、荒川

区しんきん協議会代表世話人を会計監事とする組織であ

り、資金を拠出している東京商工会議所荒川支部及び区産

業経済部が事務局となっている。 

○委員会の財源の大部分は区からの補助金であり、委員会の

年間事業計画を区が審査した上で補助金交付額が決定さ

れ、補助対象経費の実績額が確定した後に、補助金の額の

確定が行われる。 

○令和３年度の委員会の年間事業計画を閲覧したところ、補

助対象経費となる支出の大部分は委託費であり、内容はコ

ンサルティング業務、ＥＣサイト構築準備業務等であった。

なお、業者の選定や契約金額の決定については、複数の事

業者から提案書や見積書を入手するといった手続が行われ

ていなかった。 

○この点について質問したところ、業務内容の性質等から、

現行業者のみが委託先として適していたためとのことであ

った。 

○業者を指定する場合は指定理由を書面化し、決議を行うべ

きと考える。また、金額の妥当性を確認するためにも、複

数の事業者から見積書を入手する必要があると考える。 

○委員会は、区の直営組織ではないものの、適正性・公平性

の観点から、上記のような契約手続を行うことを求めるべ

きと考える。 

 

○今後、契約相手方の指定については、区の手続に準じた形

で対応することとし、指定理由を書面化して、ブランディ

ング推進委員会にて決議を取ることとする。また、金額の

妥当性を確認するため、複数の事業者から見積書を徴取す

ることする。 

（５）ＥＣサイトへのアクセス促進に向けた取組について（Ｐ．９４） 

○ブランディング推進委員会では、ａｒａ！ｋａｗａ認定商

品のＥＣサイト販売を令和４年度より開始するべく、令和

３年度においてＥＣサイトの構築準備を行っている。 

○委員会では、いきなりＥＣサイトを立ち上げても認知度が

低い状態では売上が伸びないと考えており、認定商品や参

加事業者の認知度向上を目的に、地域情報サイトを立ち上

げ、ＳＮＳ等の広報媒体の運用を開始している。 

○なお、地域情報サイトでは、集客の間口を広げるため、認

定商品や参加事業者の情報だけでなく、読み物として楽し

めるコンテンツを織り交ぜながら、定期的に情報発信する

ことを行っている。 

○委員会の認識のとおり、認知度が低い状態かつａｒａ！ｋ

ａｗａ認定商品が少ない状態では、ＥＣサイトの売上は厳

しくなることが想定される。区のホームページからの誘導

も開始しており、地域情報サイトやＥＣサイトに積極的に

アクセスされるような導線づくりが非常に重要である。ま

た、認定商品のラインナップを増やしていくことも重要で

あると考える。 

○そのためには、ＢｔｏＢ向けとＢｔｏＣ向けは分けていく

必要はあるものの、例えば、荒川マイスターや伝統工芸職

人の製品、荒川区新製品・新技術大賞の受賞製品、近隣区

モノづくり連携事業で開催している新商品コンテストの区

内中小企業の受賞製品、ファッションクリエイター向け創

○地域情報サイトやＥＣサイトへの動線づくりに関しては、

参画企業のホームページ、ＥＣサイト等にリンクを貼って

いただき、相互送客できるような体制を作るなどして導線

づくりをおこなっていく。 

○認定商品のラインナップの増加に関しては、今後のブラン

ド認定事業の継続的な実施により実現していく。また、認

定商品以外の区内事業者の商品についてもＥＣサイトで取

り扱う仕組みをつくり、事業者支援の範囲を広げるととも

に顧客のアクセス頻度の向上にも繋げていく。 

○荒川マイスター、伝統工芸職人の製品等の多彩な製品があ

ることを紹介するホームページに関しては、訴求対象を網

羅的にすることで結果、誰にも訴求できないといった可能
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業支援施設（イデタチ東京）に入居している個人事業主・

中小企業の製品等、多種多彩な製品があることを紹介する

ホームページを中心に置き、そこからａｒａ！ｋａｗａ認

定商品のＥＣサイトに誘導する等の対応が考えられる。 

○また、これら製品が購入できるアンテナショップを人が多

く集まる地域の区施設に設置することも一つのアイデアと

して考えられる。区のＰＲや区内中小企業の販路開拓支援

に資するよう、積極的に検討されたい。 

○ＢｔｏＣ向けの認定商品の場合には、女性や若者の意見を

積極的に反映させることも肝要と考えられるため、例えば

女性や年代の若い区職員の意見を聞く場面があってもよい

のではないかと考える。 

性もあることから慎重に検討する必要があると考えるが、

上記のＥＣサイトにて認定商品以外の商品も取り扱う仕組

みづくりを行うなかで、荒川マイスターの製品等の取扱う

ことは可能なので、こちらに関しては実施していきたい。 

○アンテナショップの設置に関しては、常設店舗としては、

コスト面のハードルが高く早期の実現は難しいが、ポップ

アップショップであれば、そのハードルは下がるため、実

施について検討していきたい。 

○女性や年代の若い方からの意見の反映に関しては、該当す

る区職員、参画企業、委託事業者のスタッフから随時、意

見をいただくようにしていく。 

１５ モノづくり企業地域共生推進事 

（１）対象事業者の把握と当該事業の利用促進について（Ｐ．９６） 

○当該事業は、地域との関係改善を図る事業者に対して、改

善に要した費用の一部を助成するものであるが、上記のと

おり、補助金交付件数はこの２年間で合計２件とまだ少な

い状況である。 

○現時点で近隣から苦情・相談等があり、問題となっている

事業所を把握しているかについて質問したところ、経営支

援課では直接の情報は持っておらず、騒音、異臭等のクレ

ームに関する区の窓口である環境課で把握しており、環境

課から随時情報提供を受けているとのことであった。 

○騒音・異臭・振動等により近隣トラブルを招くケースが頻

繁にある昨今、現に地域との関係で問題が表面化している、

あるいは問題を潜在的に抱えている事業者は相当数あるの

ではないかと考えられることから、当該事業の積極的な利

用促進が期待されるところである。 

○事業を推進するためには、対象となりうる事業者を区側で

把握し、区担当者や企業相談員の訪問等で積極的な働きか

けを行うことが有効と考える。 

○区内においては、マンションの新築分譲も多く、地域と事

業者との問題が増加していくことが予想される状況であ

る。地域との関係で問題が表面化している事業者や問題を

潜在的に抱えている事業者について、経営支援課と環境課

で漏れのないよう、可能な限り証跡を残して情報共有を随

時行うとともに、対象となる事業者へ積極的に働きかけ、

当該事業の利用を促進することにより、問題の早期解消を

図ることが必要であると考える。 

 

 

 

○東京商工会議所荒川支部との連携や企業相談員の巡回訪問

等の機会をとらえて、補助金の公募情報を積極的に周知し、

潜在的なニーズの把握に努めるとともに、適時適切に案件

への対応ができるよう、従前どおり、環境課との情報共有

を密に行っていく。 
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第六 就労支援課の就労支援事業及び企業人材確保等推進事業 

１ 就労支援事業 

（１）事務事業分析シートへの相談員報酬等の計上について（Ｐ．９８） 

○現状では、相談員（会計年度任用職員）の報酬等が事務事

業分析シートの決算額及び行政コスト計算書に計上されて

いない。 

○この点について質問したところ、相談員の報酬等は就労支

援課全体の事務費に計上されており、事務費に計上されて

いる会計年度任用職員の報酬等については、事務事業分析

シートに計上されないとのことであった。 

 

○相談員の主な活動内容は、主にモノづくり中小企業人材確

保支援事業での求人開拓やコンサルティングの実施であ

り、就労支援事業の直接的な費用である。相談員の報酬等

を就労支援事業に計上しない場合、事業全体の行政コスト

の明確化を図ることができず、事務事業の実効性や効率性

を測定することが困難となる。 

○したがって、予算編成時に相談員の報酬等について就労支

援事業に計上し、事業内容と会計数値が整合するようにす

べきである。 

○意見に記載のとおり、相談員の主たる業務の予算事業に人

件費を計上するよう対応済みであり、今後も、事業内容と

会計数値が整合していることを確認する。 

（２）採用人数、定着の状況等の集計管理と行政評価における成果指標の追加について（Ｐ．９８） 

○求人支援事業については、相談員の訪問件数、求人件数、

求人人数について集計管理している。 

○しかし、実際に求人票から何人応募があり、採用に至った

のか、その後定着しているかについて、各相談員では把握

しているが、集計管理は行っていない。 

○応募者数、採用人数、定着率について、集計管理していな

い理由について質問したところ、並行してハローワーク以

外の媒体（インターネット、求人誌等）による応募や採用

があることや、定着支援等の継続支援を不要とする事業所

があるためとのことである。 

○求人開拓に注力することは、潜在的な求人ニーズを開拓す

る上で必要性は高いと考えられるが、企業のニーズに応え

られているかを把握できなければ、事業の継続又は内容を

見直すべきかの判断が困難となると考える。 

○当該事業は人材定着までの支援をすることが目的であるた

め、定着の定義を明確化した上で、求人企業への応募人数、

採用人数、その後の定着状況について集計管理すべきであ

る。 

○そして、現在は事業の成果とする指標を求人支援件数のみ

としているが、求人企業への応募人数、採用人数、その後

の定着の状況等を追加すべきと考える。 

○定着を目的とした若手従業員合同研修の参加者について

は、定着率を後追い調査し、指標として示しているところ

であるが、多様な求人媒体や区による人材紹介ができない

中で、求人支援をした企業への応募人数等まで把握するこ

とは難しい部分もある。今後どういった方法で当該事業の

必要性の判断材料と実績を把握することができるか検討し

ていく。 

 

（３）企業訪問管理システムの活用について（Ｐ．９８） 

○相談員が求人開拓のために企業を訪問した情報は、企業訪

問管理システムに入力され、就労支援課や経営支援課で情

報共有している。 

○しかし、求人支援での求人情報や応募者・採用者・その後

の人材の定着状況については、現状入力項目となっていな

いことから企業訪問管理システムへの入力は行っていな

い。 

○また、中小企業若手従業員合同研修の参加者の定着率につ

○企業訪問管理システムの入力情報の充実を図り、企業の状

況をより詳細に把握し相談対応を行っていくことは、部門

間の連携や業務の効率化を可能にするだけではなく、企業

の満足度向上にも繋がるメリットがあると考える。 

○そもそも企業訪問管理システムは、企業訪問の情報を管理

するシステムとして導入しているものであり、情報検索を

行うためのシステムとして導入しているものではないとの

ことである。 

○企業に関する様々な情報は、事業の見直しや検討に当たっ

て活用することができると思われることから、どのような

情報を企業訪問管理システムに入力するか、ご意見も踏ま

えながら検討していく。 
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いて、就労支援課で把握しているが、現状入力項目となっ

ていないことから企業訪問管理システムへの入力は行って

いない。 

○また、企業訪問管理システムはパッケージシステムである

ため、カスタマイズには費用がかかるとのことである。し

たがって、費用対効果を考慮の上、システムの入力情報の

充実について検討されたい。 

２ 企業人材確保等推進事業 

（１）導入セミナーの内容について（Ｐ．１０１） 

○導入セミナーの開催について、広く参加者募集をかけたも

のの、ＡＩやＲＰＡといった内容は特に小規模の中小企業

の参加者には難しかったことや、それらが従業員の働き方

改革の実現に直接結び付くイメージが付きにくかったこと

等により、令和３年度のセミナー参加者数は少なかった。

また、２年続けて個別相談に参加する企業がなかった。 

○従業員の働き方改革を実現するに当たって、ＡＩやＲＰＡ

はセミナーテーマとしては比較的分かりにくいと考える。 

○当該事業は令和４年度に、経営支援課による経営支援事業

に移管したとのことであるが、参加者に理解しやすい内容

のセミナーにすべく、実施の方法を検討していくべきと考

える。 

○ご意見を踏まえ、労働生産性の向上といった経営者層がイ

メージのしやすい内容のセミナーとした。引き続き、参加

者にとって有意義なセミナーとなるよう、実施方法や内容

等について検討し、対応していく。 

（２）雇用調整助成金等の補助金申請書類の工夫について（Ｐ．１０１） 

○雇用調整助成金等の補助金を申請する際に用いられる申請

書類については、できる限り入力欄を減らすとともに、自

動転記が行われる仕様にする等、標準フォームを工夫し作

成したとのことである。 

○申請書類を申請者にとって、できる限り分かりやすいもの

にし、入力欄を減らす等の対応は、区民サービス向上の観

点で非常に良い取組であると考える。 

○今回のケースを他の申請にも転用できるよう、事例紹介等

で全庁に紹介し、他の課においても実践していくことが望

まれる。 

○各種補助事業等への適用の可否を踏まえ、転用等を検討す

る。 

第七 新型コロナウイルス感染症対応 

（１）新型コロナウイルス感染症対応に関する総括について（Ｐ．１０４） 

○区は他区に先んじて、新型コロナウイルス感染症対策に係

る緊急 融資・認定や新型コロナウイルス感染症に関する

中小企業等相談窓口を設置し、区内中小企業の支援を行っ

た。 

○区としても、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策設備

投資等支援事業補助を通常は補助金を利用しない比較的多

くの中小企業が利用し、生産性向上等のためには新しい設

備に切り替えていくことも重要であることを理解していた

だいた点や、率先して実施できた点について、良かったと

考えているとのことである。 

○また、中小企業等相談窓口についても、一般社団法人荒川

区中小企業経営協会の協力により、早い段階から設置でき

○新型コロナウイルス感染症対策として、非常に迅速な対応

を行った点や、経済状況等により機動的に融資あっせんを

行えるよう経済急変対応融資を新設した点等について、高

く評価できる。 

○新型コロナウイルス感染症対応は、初めて直面する課題が

多かったと思われる。 

○区として今回の対応で良かった点や、問題点・課題、今後

の方針・対応等を総括として文書にまとめ、今後の対応等

に生かしていくべきである。 

○１００年に一度ともいわれる未曾有の危機に直面する中、

手探りながら、他の自治体に比べ、迅速な特別窓口の開設

や制度融資の柔軟な運用などを実行した。 

○一方、非接触が推奨された状況下、補助金申請手続等のデ

ジタル化の遅れが露見するなど反省点もあぶり出された。 

○今回の事態で得た経験を考察し、中小企業支援において今

後に備えるとともに、区全体で共有する方策を検討したい。 
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た点も良かったとのことである。 

○ＢＣＰという点では、自然災害等に目を向けていたが、感

染症対策という視点も必要であるということが分かり、日

頃付き合いのある大学と、感染症対策としてのＢＣＰをど

のように行っていくかについて、話を始めたところとのこ

とである。 

（２）新型コロナウイルス感染症に関する中小企業等相談窓口に係る月次報告書の内訳の誤りについて（Ｐ．１０４） 

○新型コロナウイルス感染症に関する中小企業等相談窓口に

ついて、業務委託先の一般社団法人荒川区中小企業経営協

会より毎月月次報告書を受領し、当月の窓口及び電話での

相談件数の報告を受けている。 

○これについて確認したところ、令和３年１０、１１月の２

か月分の月次報告書における窓口及び電話での相談件数

が、相談履歴記録用のエクセルシートの相談件数と異なっ

ていた。 

○いずれが正しいか質問したところ、相談履歴記録用のエク

セルシートの相談件数が正しく、窓口と電話の件数が入れ

替わって登録されており、エクセルシートは修正したが、

月次報告書はそのままであったとのことである。 

○今後、同様のミスを起こさないよう、報告書の件数や金額

は元データ（根拠資料）と突合し、報告内容の正確性を確

認すべきである。 

 

○月次報告書（鑑）と月次報告書（日別相談実績）の件数に

ついてはダブルチェックを行っていたが、月次報告書（日

別相談実績）とその基となる「相談履歴記録用のエクセル

シートの相談件数」の突合は行っていなかったため発生し

たミスである。今後は、基となるデータともダブルチェッ

クにて突合を徹底することにより、再発防止を図る。 

 


